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Ⅰ 学校法人の概要について 

 

１．建学の精神 

 

当法人は、１９４０年に、“技術者の育成をもって地域社会に貢献する”を建学の精神として設

立された。 

以来、今日までこの精神を継承し、現在、静岡理工科大学を中核に、２つの中学校、２つの高

等学校、６つの専門学校、２つの各種学校からなる総合学園として特色ある教育を行っている。 

 

１９９１年に開学した静岡理工科大学は県内唯一の総合理工系大学として、これまで８,０００

名弱の卒業生を輩出し、２０１７年４月には静岡県内初となる建築学科を開設し、日本建築学会

会長の古谷誠章氏設計による新校舎で最新鋭の設備を使いながら学生達が伸び伸びと明るく勉学

に勤しんでいる。従前からの「教養教育」、「専門教育」、「やらまいか教育」を柱に研究力を高め、

モノ作りからコト作りに至るまで学生の主体的な学びを重視し、企業との共同研究や地域との連

携活動を通じ、専門力だけでなく人間力を育み、理系の思考で産業界をリードできる柔軟で活発

な人材の育成を目指している。  

 

中学校、高等学校では、２０１０年に「静岡北中学校」を、２０１１年には「星陵中学校」を

開校し、進学をめざす新たな中等教育として、それぞれ静岡北高等学校、星陵高等学校とともに

私立校ならではの「選ばれる」中・高一貫教育を推進している。 

 

専門学校では、絶えず変化する実社会の人材ニーズに合わせ、情報、デザイン、保育、サービ

ス、医療事務、ビジネス、製菓などの幅広い分野で“職業実践型人材の育成”を目標に、産業界

が求める専門知識や科学技術、技能の修得に加え、高い人間力を養うためのキャリア教育を展開

している。２０１１年に「浜松日本語学院」、２０１７年には「沼津日本語学院」を開校し、国内

の専門学校や大学への進学を志望するアジア各国の留学生が、高い日本語力を習得して日本と海

外との懸け橋となり、広く世界で活躍出来る人材となれる様に努めている。 

 

本学園は、今後とも静岡県全域に拡がる総合学園としての強みを活かし、「中・高一貫教育」、

「高・大一貫教育」、「高・専一貫教育」といった多彩な教育連携をもって、地域社会に根差し、

地域から日本そして世界で活躍する有為な人材を送り出していきたいと考えている。 
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２．沿革 

昭和 15 年 5 月 静岡県自動車学校開設。 

昭和 27 年 3 月 学校法人として認可を受ける。 

昭和 31 年 4 月 静岡県自動車学校に整備課を設置。 

昭和 37 年 9 月 法人名を学校法人静岡県自動車学園に改称。 

昭和 38 年 4 月 静岡県自動車工業高等学校開校。 

昭和 45 年 7 月 静岡県自動車学校から静岡産業技術専門学校を分離開設。 

昭和 48 年 4 月 静岡産業技術専門学校に電子計算機科を設置し、コンピュータ教育を開始。 

昭和 51 年 4 月 学校教育法(専修学校規程)により静岡産業技術専門学校が専修学校(専門課程)として認可。 

昭和 52 年 6 月 星陵高等学校がグループ校に加入。 

昭和 55 年 4 月 静岡県自動車工業高等学校を静岡北高等学校に校名変更。静岡産業技術専門学校に情報処理科

を設置。 

昭和 57 年 4 月 静岡北高等学校に普通科を設置。 

昭和 58 年 4 月 沼津情報専門学校開校。 

昭和 59 年 9 月 静岡文化服装専門学校がグループ校に加入し、静岡文化専門学校に校名変更。 

昭和 60 年 4 月 浜松情報専門学校開校。 

昭和 63 年 4 月 静岡北高等学校に工業技術科を開設。星陵高等学校に英数科を開設。 

平成元年 4 月 静岡産業技術専門学校新校舎完成。 

平成 2 年 4 月 静岡北高等学校に理数科を開設。 

平成 2 年 7 月 学校法人静岡県自動車学園より学校法人静岡自動車学園が分離。 

平成 2 年 12 月 学校法人静岡県自動車学園を学校法人静岡理工科大学に改称。 

平成 3 年 4 月 静岡理工科大学開学。 

平成 6 年 3 月 静岡産業技術専門学校、沼津情報専門学校、浜松情報専門学校の校舎を増築。 

平成 7 年 1 月 文部省（当時）より当学校法人の専門学校の当該課程を修了した者を「専門士」と称すること

が認定される。 

平成 8 年 4 月 静岡理工科大学に大学院を開設。 

平成 9 年 4 月 静岡文化専門学校を静岡デザイン専門学校に校名変更。 

平成 9 年 6 月 静岡デザイン専門学校新校舎完成。 

平成 10 年 12 月 静岡北高等学校新校舎完成。 

平成 11 年 4 月 静岡理工科大学に情報システム学科を開設。 

平成 12 年 4 月 静岡北高等学校に国際コミュニケーション科を開設。 

平成 13 年 4 月 静岡北高等学校、星陵高等学校から静岡理工科大学への高・大一貫教育を開始。 

平成 17 年 4 月 浜松情報専門学校が浜松駅前に新校舎を建設し移転。 

平成 20 年 4 月 静岡理工科大学に総合情報学部を開設し、併せて、情報システム学科募集停止。 

静岡ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･ｴｱ･ﾘｿﾞｰﾄ専門学校、静岡デザイン専門学校浜松校を開校。 

平成 22 年 4 月 静岡北中学校開校。 

沼津情報専門学校を沼津情報・ビジネス専門学校に校名変更。 

平成 23 年 2 月 星陵高等学校新校舎完成。 

平成 23 年 4 月 星陵中学校開校。 

静岡デザイン専門学校浜松校を専門学校 浜松デザインカレッジに校名変更。 

平成 23 年 10 月 浜松日本語学院開校。 

平成 28 年 4 月 沼津情報・ビジネス専門学校が沼津駅南に新校舎を建設し移転。 

平成 29 年 4 月 静岡理工科大学に建築学科を開設。 

沼津日本語学院開校。 
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３．設置する学校・学部・学科等 

学 校 名 開校年月日 学 部・学 科 等 摘  要 

静岡理工科大学 平成 ３年 ４月 理工学部、情報学部  

静岡理工科大学大学院 平成 ８年 ４月 理工学研究科修士課程  

静岡北高等学校 昭和３８年 ４月 理数科、国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ科、普通科  

星陵高等学校 昭和５２年 ６月 普通科、英数科  

静岡北中学校 平成２２年 ４月   

星陵中学校 平成２３年 ４月   

静岡産業技術専門学校 昭和４５年 ７月 

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ科、みらい情報科、 

CG･ｱﾆﾒｰｼｮﾝ科、CG技術科、 

広告･WEB ﾃﾞｻﾞｲﾝ科、ｹﾞｰﾑｸﾘｴｲﾄ科、 

建築科、CAD ﾃﾞｻﾞｲﾝ科、 

医療事務科、こども保育科 

 

沼津情報・ビジネス専門学校 昭和５８年 ４月 

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ科、ｹﾞｰﾑｸﾘｴｲﾄ科、 

高度 IT ﾋﾞｼﾞﾈｽ科、CG ﾃﾞｻﾞｲﾝ科、 

ﾋﾞｼﾞﾈｽ科、医療事務科、 

公務員科（1年制）、公務員科（2年制）、 

国際ﾋﾞｼﾞﾈｽ科、こども保育科、 

製菓・製パン科 

 

浜松情報専門学校 昭和６０年 ４月 

ｾｷｭﾘﾃｨﾈｯﾄﾜｰｸ科、ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ科、 

ｹﾞｰﾑｸﾘｴｲﾄ科、CAD科、ﾋﾞｼﾞﾈｽﾗｲｾﾝｽ科、

医療事務科、国際 IT ﾋﾞｼﾞﾈｽ科、 

こども保育科 

 

静岡デザイン専門学校 昭和５９年 ９月 

ﾌｧｯｼｮﾝﾋﾞｼﾞﾈｽ科、ﾌｧｯｼｮﾝﾃﾞｻﾞｲﾝ科、 

ﾌﾞﾗｲﾀﾞﾙ･ﾋﾞｭｰﾃｨｰ科、ｸﾞﾗﾌｨｯｸﾃﾞｻﾞｲﾝ科、

ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄﾃﾞｻﾞｲﾝ科、ｲﾝﾃﾘｱﾃﾞｻﾞｲﾝ科、   

ﾌﾗﾜｰﾃﾞｻﾞｲﾝ科 

 

静岡ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･ｴｱ･ﾘｿﾞｰﾄ専門学校 平成２０年 ４月 
国際ｴｱﾗｲﾝ科、観光・ﾎﾃﾙﾌﾞﾗｲﾀﾞﾙ科、 

国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ科、国際交流科 

 

専門学校 浜松デザインカレッジ 平成２０年 ４月 
ｸﾞﾗﾌｨｯｸﾃﾞｻﾞｲﾝ科、ﾌｧｯｼｮﾝ流通科、 

ﾒｲｸ･ﾌﾞﾗｲﾀﾞﾙ科 

 

浜松日本語学院 平成２３年１０月 日本語科  

沼津日本語学院 平成２９年 ４月 日本語科  
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４．学校・学部・学科等の学生数の状況 

  （令和元年５月１日現在）（単位：人） 

学 校 名 学 部・学 科 入学定員 収容定員 現 員 数 
収容定員 

充足率 
摘  要 

静岡理工科大学 

理工学部 ― ― ― ―  

 機械工学科 ７５ ３０７ ３６６ １１９％  

 電気電子工学科 ６５ ２７７ ２６３ ９５％  

 物質生命科学科 ６０ ２４１ ２０６ ８５％  

 建築学科 ５０ １５０ １８４ １２３％ 平成２９年４月学科新設 

理工学部 計 ２５０ ９７５ １，０１９ １０５％  

情報学部 １２０    ― １４９ ―  

 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｼｽﾃﾑ学科 ５０ ２１７ ２０８ ―  

 情報ﾃﾞｻﾞｲﾝ学科 ７０ ２８７ １８４ ―  

情報学部 計 １２０ ５０４ ５４１ １０７％  

大学 計 ３７０ １，４７９ １，５６０ １０５％  

静岡理工科大学   

大学院 

理工学研究科 

修士課程 
― ― ― ―  

 ｼｽﾃﾑ工学専攻 １５ ３０ １９ ６３％  

 材料科学専攻 １０ ２０ １２ ６０％  

大学院 計 ２５ ５０ ３１ ６２％  

大学 合計 ３９５ １，５２９ １，５９１ １０４％  

静岡北高等学校 

理数科 ９０ ２７０ ３３３ １２３％  

国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ科 ４０ １２０ ６５ ５４％  

普通科 ３１０ ９３０ ６２７ ６７％  

学校 計 ４４０ １，３２０ １，０２５ ７８％  

星陵高等学校 

普通科 １６０ ４８０ ４５２ ９４％  

英数科 ２４０ ７２０ ９８３ １３７％  

学校 計 ４００ １，２００ １，４３５ １２０％  

高等学校 合計 ８４０ ２，５２０ ２，４６０ ９８％  

静岡北中学校 
 ６０ １８０ １７６ ９８％  

学校 計 ６０ １８０ １７６ ９８％  

星陵中学校 
 ６０ １８０ １９９ １１１％  

学校 計 ６０ １８０ １９９ １１１％  

中学校 合計 １２０ ３６０ ３７５ １０４％  

静岡産業技術      

専門学校 

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ科 ４０ ８０ １２６ １５８％  

みらい情報科 ２５ １００ ６９ ６９％  

CG･ｱﾆﾒｰｼｮﾝ科 ― ３０ １７ 
７９％ 

平成３０年４月学科名称変更 

（→ＣＧ技術科） 

CG技術科 ３０ ６０ ５４  

広告･WEB ﾃﾞｻﾞｲﾝ科 ― ２０ ８ ４０％ 平成３０年４月募集停止 

ｹﾞ-ﾑｸﾘｴｲﾄ科 ３０ ９０ ８９ ９９％  

建築科 ３０ ６０ ６６ １１０％  

CAD ﾃﾞｻﾞｲﾝ科 ２０ ４０ ４５ １１３％  

医療事務科 ２０ ４０ １８ ４５％  

こども保育科 ２０ ２０ １５ ７５％ 平成３１年４月学科新設 

学校 計 ２１５ ５４０ ５０７ ９４％  
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学 校 名 学 部・学 科 入学定員 収容定員 現 員 数 
収容定員 

充足率 
摘  要 

沼津情報･ﾋﾞｼﾞﾈｽ   

専門学校 

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ科 ２０ ４０ １２０ ３００％  

ｹﾞｰﾑｸﾘｴｲﾄ科 ２０ ６０ ８１ １３５％  

高度 IT ﾋﾞｼﾞﾈｽ科 ２０ ８０ ７２ ９０％  

CG ﾃﾞｻﾞｲﾝ科 ２０ ６０ ７７ １２８％  

ﾋﾞｼﾞﾈｽ科 ２０ ４０ ４４ １１０％  

医療事務科 ２０ ４０ ５６ １４０％  

公務員科（1年制） １０ １０ ３ ３０％  

公務員科（2年制） １０ ２０ ３５ １７５％  

国際ﾋﾞｼﾞﾈｽ科 ２０ ２０ ２０ １００％ 平成３１年４月学科新設 

こども保育科 ４０ １２０ ９０ ７５％  

製菓・製パン科 ３０ ６０ ４６ ７７％  

学校 計 ２３０ ５５０ ６４４ １１７％  

浜松情報専門学校 

ｾｷｭﾘﾃｨﾈｯﾄﾜｰｸ科 ２０ ４０ ４９ １２３％  

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ科 ４０ ８０ ８８ １１０％  

ｹﾞｰﾑｸﾘｴｲﾄ科 ２０ ６０ ６４ １０７％  

CAD 科 ３０ ６０ ４７ ７８％  

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾗｲｾﾝｽ科   ２０ ４０ ３５ ８８％  

医療事務科 ２０ ４０ ４９ １２３％  

国際 IT ﾋﾞｼﾞﾈｽ科 ４０ １２０ ９０ ７５％  

こども保育科 ２０ ６０ ４３ ７２％  

学校 計 ２１０ ５００ ４６５ ９３％  

静岡ﾃﾞｻﾞｲﾝ   

専門学校 

ﾌｧｯｼｮﾝﾋﾞｼﾞﾈｽ科 ２０ ４０ ４９ １２３％  

ﾌｧｯｼｮﾝﾃﾞｻﾞｲﾝ科 ２０ ６０ ３９ ６５％  

ﾌﾞﾗｲﾀﾞﾙ･ﾋﾞｭｰﾃｨｰ科 ３０ ６０ ７２ １２０％  

ｸﾞﾗﾌｨｯｸﾃﾞｻﾞｲﾝ科 ６０ １８０ ２２５ １２５％  

ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄﾃﾞｻﾞｲﾝ科 ２０ ６０ ６５ １０８％  

ｲﾝﾃﾘｱﾃﾞｻﾞｲﾝ科 ２０ ６０ ５０ ８３％  

ﾌﾗﾜｰﾃﾞｻﾞｲﾝ科 ２０ ４０ ２５ ６３％  

学校 計 １９０ ５００ ５２５ １０５％  

静岡ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･ 

ｴｱ･ﾘｿﾞｰﾄ専門学校 

国際ｴｱﾗｲﾝ科 ３０ ６０ ９４ １５７％  

観光・ﾎﾃﾙﾌﾞﾗｲﾀﾞﾙ科 ３０ ６０ ８５ １４２％  

国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ科 ３０ ６０ ６１ １０２％  

国際交流科 ２０ ６０ ８５ １４２％  

学校 計 １１０ ２４０ ３２５ １３５％  

専門学校 

浜松ﾃﾞｻﾞｲﾝｶﾚｯｼﾞ 

ｸﾞﾗﾌｨｯｸﾃﾞｻﾞｲﾝ科 ３０ ９０ ８５ ９４％  

ﾌｧｯｼｮﾝ流通科   ２０ ４０ ２０ ５０％  

ﾒｲｸ･ﾌﾞﾗｲﾀﾞﾙ科   ２０ ４０ ３３ ８３％  

学校 計 ７０ １７０ １３８ ８１％  

専門学校 合計 １，０２５ ２，５００ ２，６０４ １０４％  

浜松日本語学院 
日本語科  ― ３３７ １９８ ５９％ 入学定員の定めなし 

学校 計 ― ３３７ １９８ ５９％  

沼津日本語学院 
日本語科 ― １００ ７９ ７９％ 入学定員の定めなし 

学校 計 ― １００ ７９ ７９％  

各種学校 合計 ― ４３７ ２７７ ６３％  

学 校 法 人 合 計 ２，３８０ ７，３４６ ７，３０７ ９９％  
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５．役員の概要 
（令和２年３月３１日現在） 

                            定員数 理事 １３～１５名、監事 ３名 

区  分 氏  名 常勤・非常勤の別 摘   要 

理 事 長 橋本 新平 常  勤 
平成２９年 ４月 常務理事就任 

平成２９年１０月 理事長就任 

常務理事 藤浪 和夫 常  勤 令和 元年１０月 常務理事就任 

理  事 下田  修 常  勤 平成２６年 ４月 理事就任 

理  事 渡邉 一洋 常  勤 令和 元年１０月 理事就任 

理  事 髙橋  仁 常  勤 令和 元年１０月 理事就任 

理  事 外山 浩介 非 常 勤 

平成１８年 ２月 常務理事就任 

平成２２年 ４月 専務理事就任 

平成２３年１０月 理事長就任 

平成２９年１０月 相談役就任 

令和 元年 ９月 相談役退任 

理  事 鈴木 與平 非 常 勤 平成 元年 １月 理事就任 

理  事 後藤 康雄 非 常 勤 平成 元年 ３月 理事就任 

理  事 矢﨑 裕彦 非 常 勤 平成 ３年 １月 理事就任 

理  事 脇本 省吾 非 常 勤 平成２５年１０月 理事就任 

理  事 野口  博 常  勤 平成２５年１０月 理事就任 

理  事 青山藤詞郎 非 常 勤 平成２７年１０月 理事就任 

理  事 杉本 浩利 非 常 勤 平成２７年１０月 理事就任 

理  事 志田 洪顯 非 常 勤 平成２８年 ２月 理事就任 

理  事 佐藤 滋美 非 常 勤 平成３０年 ４月 理事就任 

監  事 杉本 憲一 非 常 勤 平成 ３年 １月 監事就任 

監  事 中村 元保 非 常 勤 平成２７年１０月 監事就任 

監  事 望月 裕之 非 常 勤 平成２９年１０月 監事就任 
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６．評議員の概要 

評議員 ３１人（令和２年３月３１日現在） 

   理 事 長 橋本 新平 

   常務理事 藤浪 和夫 

理  事 下田 修 

理  事 渡邉 一洋 

理  事 髙橋 仁 

理  事 外山 浩介 

理  事 鈴木 與平 

理  事 後藤 康雄 

理  事 矢﨑 裕彦 

理  事 脇本 省吾 

理  事 野口 博 

理  事 青山 藤詞郎 

   理  事 杉本 浩利 

理  事 志田 洪顯 

理  事 佐藤 滋美 

小澤 哲夫 

     石田 隆弘 

幸谷 智紀    他１３人 

 

７．教職員の概要 

（令和２年３月３１日現在）（単位：人） 

区 分 法 人 室 静岡理工科大学 静岡北高等学校 星陵高等学校 静岡北中学校 星陵中学校 

教員（本務） ― ７９ ５１ ６７ １２ １２ 

職員（本務） ２６ ３８ ７ ８ ２ １ 

計 ２６ １１７ ５８ ７５ １４ １３ 

 

区 分 専門学校事業室 
静岡産業技術 

専門学校 

沼津情報･ﾋﾞｼﾞﾈｽ

専門学校 

浜松情報   

専門学校 

静岡ﾃﾞｻﾞｲﾝ 

専門学校 

静岡ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･ｴｱ･

ﾘｿﾞｰﾄ専門学校 

教員（本務） ― ２１ ２４ １７ １４ １３ 

職員（本務） ４ ５ ７ ６ ６ ６ 

計 ４ ２６ ３１ ２３ ２０ １９ 

 

区 分 
専門学校 

浜松ﾃﾞｻﾞｲﾝｶﾚｯｼﾞ 
浜松日本語学院 沼津日本語学院 合  計 

教員（本務） ５ ９ ４ ３２８ 

職員（本務） ３ ５ ３ １２７ 

計 ８ １４ ７ ４５５ 
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Ⅱ 事業の概要 

１．2019 年度経営基本方針 

 2019年度の部門方針、所属方針、並びに事業計画を策定して頂くにあたり、私が理事長として日頃

考えていることを以下の通り取り纏めました。是非ご精読願い、ご参考にして頂ければ幸いです。 

 

【どの様な学園を目指すのか？】 

何度も繰り返し申し述べている通り、建学の精神である「人材の育成を以て地域社会に貢献する」

を私なりに読み替えた【フェアでオリジナリティの高い教育・研究活動を通じて地域社会に貢献し、

学生・生徒と共に成長し続ける総合学園】作りを一緒に目指して下さい。特に昨今の大学・企業で

みられる不祥事に鑑みると､今後はフェアの一つとして「倫理感の醸成」の必要性が高まる、と感じ

ています。 

【学園を取り巻く環境とその対応策】 

昨年10月に理事長を拝命以来、1年が経過しました。2019年度は第三次中期計画の折り返し点とな

る年でもあります。然し乍ら、学園を取り巻く環境は市場の変化が加速し、複雑化し、不確実性や

不透明感を増しており、今を平時である、と思う人は少ないと思います。環境が大きく変動する時

には、知識こそが最大の意義ある資産となる知識社会が到来します。 

一方、日本人には混乱や困難に直面すると､全員の力で乗り越えようとするDNAが埋め込まれてい

ます。今こそ、そのDNAを呼び戻し、全員の衆知を集めた組織運営のあり方を取り戻し、組織能力を

高める努力を学園として懸命に積み重ねる必要があります。最近機会ある毎にお伝えしている【暗

黙知の集団から集合知を持つ組織への転換】というのは、まさしくこのことなのです。即ち一人ひ

とりが当事者意識を高め、実践的な知恵・知識である「実践知」を主体的且つ協力しながら縦横無

尽に発揮し、衆知経営の実現をめざすべき時が到来したと確信しています。 

日々の業務を実践する時に必要とされる「実践知」とは適時に最善の判断を行う「即興の判断力」

がその典型です。これを身に付けるには「何が良いことなのか」というぶれない絶対的な判断基準

を一人ひとりが持つことが必要です。仕事や人生にどう向き合うか、考え方や生き方の判断基準で

す。日本には「お天道様がみている」「世のため、人のため」「無私」等、倫理感を志向する意識が、

武道や茶道などの「道」にも通じ、今も日本人の生き方や働き方の「型」になっています。 

そして「実践知」と共に「衆知経営」の両輪となるのが「凡事の非凡化」です。日々の仕事を丹

念に行うという凡事の連続が蓄積して行く中で、ある時忽然と非連続なものが生まれ「凡事が非凡

化する」ことがありますが、それがイノベーションに他ならないのです。即ち、凡事の積み重ね無

しでは、流動的に変化するそれぞれの変化への気づきも得られません。凡事の積み重ねこそが、そ

の背後にある文脈や関連性を見抜き､普遍的な意味合いを読み取り、新しい価値を生み出すことに繋

がるのです。日々の仕事を丹念に行う「凡事の積み重ね」の大切さも忘れないで下さい。 

【第三次中期計画の振り返り】 

ここで、第三次中期計画の基本方針を振り返ってみたいと思います。 

・学生・生徒本位の特色ある教育、幅広い学生・生徒に顕著な教育力を付加 

・地域に密着した産学連携教育・研究活動で地方創成に貢献 

・中・高・大・専門、及び各校と日本語学院の学園内連携教育を深化、拡大 

・受入留学生と海外渡航留学生を増加し、国際教育を促進 

・就学人口減少に対応するため、新教育分野へ強みを確保して進出 

・部門ごと、及び学園全体のブランドイメージを確立 
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上記基本方針を一つ一つ辿ると、どれか一つが出来れば良いと云うものではなく学園全体として

全てをきちんと遂行しなければなりません。が、順調に進んでいるものもあるし、そうでないもの

もあります。  

【2019年度の課題】 

折り返し点となる2019年度は、スピード感を持って全項目を期限内にやり遂げる、という強い意

識を全教職員が新たに持ち、一人ひとりが当事者意識を高め、実践知を縦横無尽に発揮し、日々の

仕事を丹念に行い、衆知経営を実践し、幾つかの項目は目標を前倒しで達成する、という強い気概

を持つ年にして下さい。 

更には、大きく変動する時期を迎える訳ですから、基本方針に新たに追加すべき重要な項目もあ

る、と思います。決められたこと・言われたことだけを無難にこなせば良いということはありませ

ん。新しいことが必要である、とするのであれば、積極的に提案をし、皆で議論し、衆知を集めた

方針として､新たに付け加える挑戦意欲のある職場作りを目指して下さい。 

事務職員の中国研修旅行、SIST交流研修会、更には30グループの懇親会の機会などを通じ、学園

には多くの仲間がそれぞれの持ち場で様々な工夫を凝らして頑張っていることを知り合う、人と語

り合うことの素晴らしさを実感して貰う機会を矢継ぎ早に提供したのは、衆知経営のインフラ作り

なのです。 

【2019年度をどういう年にするのか】 

入学者数は全教職員個々の努力の総合評価である、として定員確保を第一の必達目標として頑張って

頂く様に本年度はお願いし、各所属では追い込み時期となる現在、懸命な努力を尽くされています

が、2019年度については； 

・過去の延長線上からではなく、未来のあらまほしき絵を描いた上で、現実に引き戻して今行うべき

戦略を考える「未来完了形」思考で、モノゴトを考え、失敗を恐れず果敢にチャレンジする年 

・何かを始めなければならない時には、やれない理由を挙げるのではなく、どうしたら出来るの

か、を先ずは考え抜く年 

・積極的に周りに働き掛け、積極的な活動を仕掛け、発信し、実行する年 

となることを感じさせられるワクワクする部門方針、所属方針、そして事業計画を各位から受け

取れることを心から期待をしています。 

 

最後にホンダが1970年代に低公害型CVCCエンジンの開発に成功したエピソードを紹介します。5年以

内に排ガスの公害物質を10分の1以下にする、というマスキー法案に対し、世界中の自動車メーカーが

「不可能である」と主張しましたが、社長の本田宗一郎は「ビッグスリーと並ぶ千載一遇のチャンス

だ」と社内でハッパをかけ廻ったそうです。一方、低公害車プロジェクトの現場のエンジニアたちの

思いは別のところにありました。彼等は、ビッグスリーに勝つためでもなければ、会社のためでもな

く、未来の子供達にきれいな空を残してあげたい、という使命感から困難な開発に取り組んでいたの

です。後に宗一郎は、社長退任の席でこのことを振り返り、自分の発想がいつのまにか利己的な「企

業本位」になってしまっていた、と反省したそうです。 

「世のため人のため」という絶対価値を追求し、世界に先んじて不可能と云われていた低公害車の

開発に成功したこのホンダのエピソードは、非常に奥深い示唆に富むエピソードとして心に残ってい

ます。是非皆さんと共有したいと思いご披露する次第です。 
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２．事業の概要 

 

【大学部門】 

 
 学生募集、教育・学生支援、研究・地域貢献及び大学運営の４つの項目についての部門方針に従って

活動し、全体としては、好調な状況であった。今後の主な課題としては、教育の質保証、学生の退学防

止、社会に役立つ研究の推進があり、組織的な取り組みを行っていく。 

 
１ 学生募集 
 「研究力」を中心軸としたブランド構築を継続して実践し、学部入試では、志願者がこの 4 年間で約

3.5 倍の 3,500 名に達し、志願倍率は 9.52 倍となった。学部入学者は、418 名(定員 370 名)で、入学定

員充足率は 1.13 であった。初めて募集を行った情報学部のデータサイエンス専攻は、15 名の入学定員

に対し 151 名の志願者があり、28 名を合格としたが入学者は 4 名に留まった。 

 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

２ 教育・学生支援 

（１）就職状況 
 240 名の卒業者のうち、大学院進学者 15 名、就職者 212 名(就職希望者 216 名)で、就職内定率 98.2%、

就職率 94.2%であった。就職者のうち、108 名(48.9%)(昨年 115 名 40.9%)が大学が推奨する高評価を受

ける企業への就職であった。 
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（２）退学防止 
 大学全体の退学率が、昨年比で 1.29 ポイント悪化した。1 年前期の単位取得不足が元で、その後の退

学につながる初期型退学が、最も大きな要因であることから、特に 1 年生前期でのきめ細やかな個別対

応を組織的に行うことで、退学防止につなげていく。 

 

 
 

 

 
 

 

 
 
（３）定量的な教育評価 

 教育成果の見える化の一つとして、学生の卒業研究についてルーブリック評価指標を定め、評価を実

施した。授業科目評価の定量化と合わせ教育評価による教育の PDCA サイクルの実施が開始された。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

３ 研究・地域貢献 

 外部研究費として、129 件(昨年 109 件)、総額 1 億 3 千 752 万円(昨年 1 億 2 千 884 万円)を獲得し、

研究活動を推進した。 

 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
４ 大学運営 

 土木工学科の令和４年開設に向け、設置の主旨、育成する人材像、カリキュラム骨子などを取りまと

め、文部科学省の担当官との事務相談を終了させた。 

(入学直後の数学学力試験と 

卒業研究ルーブリック評価の分布) 

教育成果の定量化の例 

外部研究費受け入推移 

 金
額
（
単
位
：
万
円
） 

件
数 
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就職内定状況・主な就職先
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【専門学校部門】
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１ 学園の健全な運営体質を維持するため、学則定員を獲得する 
【目標・・・静北＝中学６０名・高校４４０名・星陵＝中学６０名・高校４００名】 
【結果・・・静北＝中学７２名・高校４７７名・星陵＝中学７４名・高校４２２名】 

具体的施策 
(1)受験生のニーズに関する情報収集能力を向上させ、正確な分析を行い募集活動に活かす。 
(2)自校の強みを最大限に広報し、選ばれる学校となる。 
(3)マーケティング技術を研究すると同時に、教職員一人ひとりのプレゼン力を向上させる。 

 
Ｒ２ 中・高部門 
入学者数（定員 960） 

中学 高校 合計 充足率 
146(定員 120) 899(定員＝840) 1,045(定員＝960) 109％(定員＋85) 

中・高部門 
全体 

定員 生徒数 過不足 充足率 
2,880 2,945 ＋65(R1＝－44) 102％(R1＝98％) 

 
 

今後の課題 
①対面授業と遠隔授業を組み合わせた「Edu Tech」教育を展開するための研修を実施する。 
②経済状況を加味した進路指導を展開する。 
③主な登下校方法はスクールバスと自転車であったが、３密を避けるための新たな登下校方法を構築する。 
④コロナが、人類の生活を根本的に変えたことにより、教育の形態自体も大きく変わった。そして、そこで 
 求められているのが未知の問題に挑んでいく力である。その力を育成するのがＳＤＧｓであり、ＰＢＬであ 
り、ＧＳＴＥＡＭであり、非認知能力である。そこの部分を核にした教育を、地域と連携しながら、強力に 
推し進めていく。 

⑤ICT・AI・5G 時代を見据えた教育を展開するために、教職員の更なる意識改革を行う。 
⑥高度なマーケティング技術を習得し、ニーズに応える教育を展開する。 

 
 

176 193 

1,026 
1,166 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

Ｒ１ Ｒ２ Ｒ１ Ｒ２

中学（180） 高校（1,320）

静北（在籍者数）

199 200 

1,435 1,387 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

Ｒ１ Ｒ２ Ｒ１ Ｒ２

中学（180） 高校（1,200）

星陵（在籍者数）

 

中・高部門 令和元年度 事業報告 

★令和元年度 中・高部門 経営方針★ 
１ 健全な運営体質を維持する。    

２ 学園力を集結させる。 
３ 時代が求める教育を展開する。   

４ 法人内各学校へ進学者を増加する。 
５ 県下ナンバーワンの進学校となる。 
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２ 学園力の集結とその力の発揮により、 社会の変化に対応していく。 
３ 一斉授業、個別指導、協働学習の展開により、満足のいく進路実績を築く。 

具体的施策 

2-(1)総合学園であるがゆえに得られる情報と、それらに携わっている教職員の「暗黙知」を 
「集合知」に変えるための情報交換を行い、それらを基に構想し実践する。 

2-(2)「非認知能力」を身に付けるために必要な「人文科学」「社会科学」「自然科学」分野の知識 
を自校教職員のみならず他所属からも学び合う。 

3-(1)海外連携校の拡大及び留学制度を再構築し、より充実した海外交流プログラムを開発する。 
3-(2)主体的･対話的教育手法を実践し、探究学習・課題研究においては、事前学習・事後学習・ 

成果発表などの活動を展開する。 

 

今後の課題 
①新しい形の教育は、集約するとＰＢＬ型授業である。その、ＰＢＬ型授業を主体とした授業を展開する上で 
 最も重要なことは、教科を超えてのアクティブラーニングである。その技法をそれぞれの教員が習得する 
 ための研修を行う。 
②「非認知能力」育成のためには、大学・専門から学ぶことが多数あるので、今以上に、所属間を超えた結び 
 つきを構築する。 

４ 質の高い一貫教育を展開し、その有益性を最大限に PR し、法人内教育の魅力を発信する。 
５ 新大学入試制度に対応する教育を展開し、進学校としての絶対的地位を築く。 

具体的施策 

4-(1)将来を見据えたラボ教育を展開し、偏差値では計れない優秀な人材を育成する。 
4-(2)各種連携教育を推進しながら、教育内容を再構築し、実践成果を学校内外に発信する。 
4-(3)基礎学力育成を目的とした学習プログラムを展開する。 
5-(1)質の高い、授業・講座を実施し「知識・思考力を養う授業」を展開する。 
5-(2)英語４技能「読む・書く・聞く・話す」の育成するための教育を展開する。 
5-(3)e ポートフォリオをフル活用した教育を展開する。 

 
 

理工科 
法人内

専門 
国公立 私大 

早慶上

理(医) 
GMARCH 

専修 
学校 

就職 
進学 
準備 

静北 37 58 34 274 4 7 97 45 2 
星陵 20 41 66 439 15(6) 29 104 39 13 
合計 57 99 100 715 19(6) 36 201 84 15 

 

 

進学

87%

就職

11%

進学準

備

2%

中・高部門 進路割合
今後の課題 

①総合学園である強みを集結したシステムを構築する。 
②新大学入試の今後の行方が不明確なので、正確な情報収 
集を行う。 

④比較優位性の高い学校となるために、満足の行く進路指 
導を展開し、その実績を積み重ね、信頼を築く。 

②地域に貢献するために、海外大学への合格者を輩出する 
と同時に、帰国後は理工科大大学院に進学するようなシ 
ステムを構築する。 
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３．中期計画について 

 本学園では、平成２１年度より第１次中期計画を策定し、現在は平成２９年度からスタートした第

３次中期計画（平成２９年度～令和３年度）に基づき事業運営にあたっている。 

本学園は、大学部門、専門学校部門、中学校・高等学校部門と、大きく３つの部門からなり、平成

２８年度以前の第２次中期計画までにおいては、それぞれの教育特性がある３分野にて、それぞれ独

立した中期計画を策定してきた。 

 しかしながら、変化が激しく不透明な時代において、学園の理念を具現化し、将来に亘って質の高

い教育・研究活動を継続するためには、長期的な視点に立ち学園が一体となり改革を進めていくこと

が必要であると考え、第３次中期計画においては、大学、専門、中高の３分野を統合した学園全体の

中期計画を策定し、法人としての全体最適を図ることとした。 

 少子高齢化が加速度的に進行する時代にあって、「技術者の育成をもって地域社会に貢献する」とい

う建学の精神の不易の部分に、これからの時代の変化や社会の新たな要請に柔軟に対応する部分を加

味した経営理念を確立し、教職員一丸となって目標に向かって邁進しているところである。 

（１）概要 

      ■建学の精神 

 

 

      ■１０年後の姿（ビジョン） 

 

 

 

      ■第２次中期計画（平成２６年度～平成２８年度）の評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      ■第３次中期計画（平成２９年度～令和３年度）の目標（ＫＧＩ） 
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     ■第３次中期計画（平成２９年度～令和３年度）の基本方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     ■基本方針の目標（ＫＰＩ）と主要施策    （ ）は平成28年度実績 
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（２）進捗 

■KGIに対する進捗 

※青色は現状で目標達成 

 

 

 

■重点活動に対する進捗 

【人員計画・人材育成について】 
人員計画の基本方針 

・必要人材マップに基づく教員採用と計画的育成 

・キャリアパスに配慮した中核教員の計画的配置 

 事務職員は、定年対象者補充による採用はするものの、極力増やさない方針で実施してきた。 

また、教員については、大学については建築学科開設による増加、専門学校部門においては、新規分

野への進出及び日本語学院の拡大による増員を実施してきた。今後は大学における土木系新学科によ

る増加など新分野での増加は見込むものの、全体では極力抑制した人員計画とする。 

 

人材育成の基本方針 

・教員の教育力、職員の専門能力の体系的な育成 

教員の教育力向上のための教育は、大学、専門、中高と各部門において実施してきた。また、職員

については、新入職員の研修を2018年度に実施、又、出納員については毎年出納員研修を実施し経理

スキルの向上を図ってきた。 

今後は、学園全体の教育手法や教育コンテンツを企画・実施する組織を作り、総合学園としてのメ

リットを生かした教育を展開する。 

 

 

  2017 年度 2018 年度 2019 年度  

2021 年度 

目標（KGI） 

入学者数 2,447 人 2,679 人 2,728 人  2,903 人 

総学生・生徒数 6,723 人 7,055 人 7,346 人  8,056 人 

留学生総数 387 人 508 人 537 人  1,115 人 

収支差額比率 3.6% 5.5% 8.1%  7% 

大学：優良企業就職者＋ 

   大学院進学者率 38.5% 45.2% 51.3%  44% 

専門：専門就職率 84.9% 90.6% 90.3%  85% 

中高：国公立大合格者数 117 人 130 人 99 人  165 人 

中高：難関私大合格者数 193 人 193 人 194 人  180 人 
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【情報システムの構築について】 
基本方針 

・学園全体の情報基盤体制の統一、業務効率化、BCP対策、ICT教育環境の整備、セキュリティ 

の確保 

具体的な施策 

・グループ拠点間ネットワークの構築 

・基幹サーバの集約とBCP体制の確立 

・PC環境の統一とバックアップ環境の確立等 

・統合認証基盤の構築（ID体系の統一） 

・法人基幹システムの更新 

学園全体の情報システム構築については、2015年度より継続的に実施してきたが、基本的なレベル

で当初の目的を達成できた。項目別に上げると以下の通りである。 

①Office365OVS－ESの導入（大学は2016年、その他部門2017年） 

②ウイルス対策ソフトの購入（大学は2017年、その他部門2018年） 

③情報基盤整備（大学は2018年、その他部門2019～2020年） 

④学生ＰＣ選定の連携（大学は2017年に実施、2018年から専門学校と連携）） 

上記に加え、2020年度はコロナウイルス感染拡大による遠隔授業化、在宅勤務化に向けての情報基

盤の整備（ＺＯＯＭ契約、ＰＣ購入、通信環境の整備のためのＷＩＨＩレンタル、リモート接続など）

を行った。 

今後は、学園全体のＩＲ体制構築のため、校務システム未導入である中高部門の統合型校務支援シ

ステムの導入に向けて準備する。 

 

 

【広報戦略について】 
基本方針 

・訴求するブランドイメージを、次の通り設定する。 

 法人全体：教育力を誇る総合学園 

 大学部門：研究力を基軸に、教育と研究に秀でている県内唯一の私立理工系総合大学 

 専門部門：職業実践型人材を多数輩出する県内最大の総合専門学校グループ 

 中高部門：科学・理数系に強いリーダー、グローバル社会で活躍するリーダーを育成する 

県内屈指の進学校 

具体的な施策 

・コンサルを採用し、学園グループ広報を展開する 

広報戦略として、各部門において外部コンサルティングを利用し、ブランドイメージの定着に注力

している。大学部門については、2015年度より実施しているコンサルティングにより、「研究力」を

外部に積極的に発信し、静岡県唯一の私立理工系大学としてのブランド力を高める取り組みを行って

きた。継続した取り組みにより、「研究力」を基軸としたブランディング戦略は奏功し、志願者数の増

加に繋がってきているものと考える。大学部門に続き、2019年度には中高部門においてイメージ調査

やコミュニケーションプラン提案等においてコンサルを活用、2020年度には専門学校各校のブランド

イメージ調査を実施する予定であり、各部門のブランディングに繋げていく。また、同一のコンサル

ティング業者を利用し横展開していくことにより、今後、法人全体の「教育力を誇る総合学園」のイ

メージのブランディングを確立していく。 
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【10百万円以上の施設・設備整備 実施実績】

（単位：百万円）

2017年度 2018年度 2019年度

実施概要 所属 金額 金額 金額

　　大学部門 構造実験棟実験装置購入 大学 69
構造実験棟の建設費用 〃 33
509教室PC更新 〃 17
ﾈｯﾄﾜｰｸ機・仮想サーバリプレイス 〃 73
実験室実験台・局所排気装置更新 〃 12
学生ホール改修工事 〃 124
研究棟空調機更新 〃 58
教育棟エレベータ更新 〃 21
体育厚生棟外壁塗装 〃 16
学生ホール外壁塗装 〃 14

　　専門部門 校舎エレベーター改修工事 産業 18
静デ504教室PC更新 静デ 14
浜日校舎移転土地取得 浜日 306
CG実習室PC整備 産業 12
駐輪場改修工事 〃 23
校舎外壁改修工事 〃 19
電気室キューピクル改修 〃 13
浜松校統合に伴う校舎改修 浜情 77
空調機更新 〃 28
静デ校舎トイレ改修 静デ 16
静デ校舎清掃・シーリング工事 静デ 11
浜松日本語学院移転費用 浜日 799

　　中高部門 パソコン実習室PC更新 北高 14
校舎内LAN整備工事 星陵 15
スクールバス更新 〃 12
生徒館屋上防水工事 〃 11
校舎トイレ様式化 北高 24
校舎照明LED化 〃 10
特別棟防水塗装工事 星陵 20
駐輪場塗装工事 北高 14
校舎空調更新 〃 12
教職員PC更新 〃 10
特別棟屋上防水工事 星陵 34
スクールバス更新 〃 13
教職員PC更新 〃 12
浄化槽改修工事 〃 11

　　法人部門 基幹システムバージョンアップ 法人 44
法人全体情報基盤整備 〃 22

合計 172 476 1,381

 質の高い教育研究活動を継続して提供していくために、有効な設備投資等への資金投下を行い、学生・教職員

が充実した学園生活を送れるよう安全・安心に配慮したキャンパス環境の整備を行っている。

 令和元年度は、過去最高の学生数を確保し、収入が増加したことより過去未実施であった校舎の改修など将来

を見据えた投資を行っている。
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【財務の進捗について】

１．貸借対照表関連 中期計画との比較

【資産総額】 単位：億円

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

中期計画 369 370 373 377 384

実  績 375 379 389 ʷ ʷ

差  額 +6 +9 +16 ʷ ʷ

【運用資産総額】（現預金+特定資産+有価証券） 単位：億円

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

中期計画 195 194 181 194 197

実  績 198 206 208 ʷ ʷ

差  額 +3 +12 +27 ʷ ʷ

２．事業活動収支計算書関連 中期計画との比較

【基本金組入前収支差額】 単位：百万円

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

中期計画 70 229 224 461 632

実  績 343 425 678 ʷ ʷ

差  額 +273 +196 +454 ʷ ʷ

【事業活動収支差額比率】

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

中期計画 0.9% 2.9% 2.7% 5.5% 7.0%

実  績 4.5% 5.5% 8.1% ʷ ʷ

差  額 +3.6% +2.6% +5.4% ʷ ʷ

 中期計画策定時の計画通り、固定資産への投資、取得は、外部からの資金調達は行

わず、純資産（基本金+繰越収支差額）の中で行っている。中期計画策定以降、着実に

利益を積み重ね、2019年度では中期計画を16億円上回った結果となり、７期連続の増

加となった。

 教育研究活動の充実のための設備投資など積極的な資金投下を行いつつ、安定的な

入学者の確保による学生生徒納付金収入の増加など、利益の増加により資金量を増や

し、2019年度では、中期計画額を27億円上回る結果となっている。

 学園を挙げての広報戦略の見直しや改善、また、教職員一丸となった質の高い教育

と研究を継続して提供してきたことが実を結びつつあり、令和元年度では、過去最高

の在籍者数となった。それに伴い学生生徒納付金収入も増加し、事業活動収入におい

ても過去最高となり、2019年度では基本金組入前収支差額、事業活動収支差額比率と

もに中期計画を大きく上回る結果となっている。
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４．施設等の状況

（１）現有施設の状況

土地 （令和２年３月３１日現在）

555.45  学校法人

1,633.51  同 上

92,247.89  静岡理工科大学

41,206.58  静岡北高等学校、静岡北中学校

94,761.19  星陵高等学校、星陵中学校

2,818.18  静岡産業技術専門学校、静岡ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･ｴｱ･ﾘｿﾞｰﾄ専門学校

2,760.74  沼津情報・ﾋﾞｼﾞﾈｽ専門学校、沼津日本語学院

 浜松市中区中央3丁目10番31号 1,151.79  浜松情報専門学校、専門学校　浜松ﾃﾞｻﾞｲﾝｶﾚｯｼﾞ、浜松日本語学院

1,191.00  静岡ﾃﾞｻﾞｲﾝ専門学校

642.66  浜松日本語学院

238,968.99

土地（収益事業用地） （令和２年３月３１日現在）

2,892.98  沼津収益事業用地

2,892.98

 静岡市葵区鷹匠2丁目19番15号

合　　　　計

 沼津市西条町17番地1

 袋井市方丈3丁目3番13　他

 静岡市葵区瀬名5丁目14番1号

 浜松市中区中央3丁目110番4

面積（㎡）所　　　　在　　　　地 備　　　考

 静岡市葵区宮前町110番11号

 富士宮市星山1068番地

 静岡市葵区宮前町114番地2　他

 袋井市豊沢2200番地の2

合　　　　計

所　　　　在　　　　地 面積（㎡） 備　　　考

 沼津市西条町5番地1､17番地1
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校舎等 （令和２年３月３１日現在）

 職員住宅 165.30  学校法人

165.30

 教育棟 8,546.46  静岡理工科大学

 研究実験棟 9,095.69  同 上

 管理棟 2,120.79  同 上

 建築学科棟 2,696.26  同 上

 学生ホール 1,037.32  同 上

 やらまいか創造工学センター 1,267.66  同 上

 先端機器分析センター 626.25  同 上

 工作センター 308.81  同 上

 第２工作センター 628.14  同 上

 エンジン実験棟 101.25  同 上

 学生工房 377.99  同 上

 多目的作業場 117.57  同 上

 環境実験棟 112.51  同 上

 構造・材料実験棟 260.11  同 上

 体育館 2,433.39  同 上

 クラブハウス棟 496.09  同 上

 倉庫 99.37  同 上

 物置 29.44  同 上

 物置 28.05  同 上

 屋外トイレ 9.98  同 上

30,393.13

 校舎 8,713.54  静岡北高等学校、静岡北中学校

 校舎 2,309.72  同 上

 新和館 1,747.00  同 上

 機械室 17.98  同 上

 体育館 2,462.60  同 上

 武道場 1,391.70  同 上

16,642.54

 校舎 10,985.91  星陵高等学校、星陵中学校

 校舎 3,076.74  同 上

 体育館 2,229.06  同 上

 体育館 840.00  同 上

 武道場 773.95  同 上

 寄宿舎 1,695.54  同 上

 クラブ部室 64.80  同 上

 機械室・倉庫 98.25  同 上

 機械室 10.00  同 上

 倉庫　他 475.58  同 上

20,249.83

 校舎 5,472.09  静岡産業技術専門学校、静岡ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･ｴｱ･ﾘｿﾞｰﾄ専門学校

5,472.09

 校舎 5,743.75  沼津情報・ﾋﾞｼﾞﾈｽ専門学校、沼津日本語学院

5,743.75

 校舎 5,299.10  浜松情報専門学校、専門学校　浜松ﾃﾞｻﾞｲﾝｶﾚｯｼﾞ、浜松日本語学院

 物置 7.36  同 上

5,306.46

 校舎 2,818.33  静岡ﾃﾞｻﾞｲﾝ専門学校

2,818.33

86,791.43合　　　　計

備　　　考施設等（建物名称）

 沼津市西条町17番地1

面積（㎡）

星陵中学校・高等学校　計

 静岡市葵区瀬名5丁目14番1号

 富士宮市星山1068番地

 袋井市方丈3丁目3番地13

所　　　　在　　　　地

学校法人　計

 袋井市豊沢2200番地の2

静岡産業技術専門学校、静岡ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･ｴｱ･ﾘｿﾞｰﾄ専門学校　計

沼津情報・ビジネス専門学校、沼津日本語学院　計

浜松情報専門学校、専門学校　浜松ﾃﾞｻﾞｲﾝｶﾚｯｼﾞ、浜松日本語学院　計

静岡デザイン専門学校　計

 浜松市中区中央3丁目10番31号

静岡理工科大学　計

静岡北中学校・高等学校　計

 静岡市葵区宮前町110番11号

 静岡市葵区鷹匠2丁目19番15号
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Ⅲ 財務の概要 

（１）令和元年度 決算の概要 

①貸借対照表関係 

 ア）-1 貸借対照表の状況 

資産は、固定資産が対前年度比 15 億 3,100 万円減少の 315 億 2,700 万円となり、流動資産は

対前年度比 24 億 9,500 万円増加の 74 億 300 万円となりましたので、総資産額は対前年度比 9

億 6,300 万円増加の 389 億 3,100 万円となりました。 

有形固定資産では、浜日校舎移転用土地取得等により 15 億 1,300 万円増加した一方、施設設

備の除却や減価償却等により 9 億 300 万円の減少となったため、6 億 900 万円の増加となりまし

た。 

特定資産は、退職給与引当特定資産および減価償却引当特定資産が増加し、2 億 8,600 万円の

増加となりました。その他の固定資産では、有価証券 25 億 500 万円の減少等により、24 億 2,800

万円の減少となりました。 

なお、流動資産では、有価証券の売却等により現預金が 39億 200万円の増加となり、24億 9,500

万円の増加となりました。 

 

負債は、固定負債が対前年度比 800 万円減少の 4 億 8,700 万円となり、流動負債では対前年度

比 2 億 9,400 万円増加の 29 億 9,600 万円となりましたので、負債の部合計では、2 億 8,500 万

円増加の 34 億 8,300 万円となりました。固定負債では、借入金の返済進行により負債の減少と

なりましたが、流動負債においては、大学等の施設整備に係る未払金の増加、翌年度分の教材費

や修学旅行等の預り金が増加したため負債の部合計では増加となっています。 

 

流動資産、固定資産について資産構成の全体的なバランスを財務比率から見ると、流動資産構

成比率では、前年比 6.1 ポイント上昇し 19.0％（大学法人の全国平均 13.2％）となりましたが、

固定資産構成比率では、前年比 6.1 ポイント低下し 81.0％（大学法人の全国平均 86.8％）となり

ました。これは、令和元年度において有価証券を売却し現預金（流動資産）を増やしたことによ

るものです。 

内部留保資産比率は 44.6％あり、大学法人全国平均値の 25.7％を大きく上回っております。ま

た、運用資産余裕比率は 2.6 年（全国平均 1.9 年）あり、このことは、不測の事態に陥った時で

も経常的な支出を約 2.6 年間、賄えるだけの資産を保持していることを表しています。 

 

負債、純資産の状況を見ると、総負債比率は 8.9％で大学法人全国平均値 12.2%を下回ってい

ます。また、固定負債構成比率は 1.3%であり、大学法人全国平均値 6.8％を大きく下回っており、

負債の負担は小さいと言えます。純資産構成比率においても 91.1%で大学法人全国平均値 87.8%

を上回っています。これにより、長期的な債務の比率は小さく、前述の内部留保資産と併せて、

財務状況は健全性を維持していると言えます。 

 

※全国平均は、医歯系法人を除く数値を利用している。 

（日本私立学校振興・共済事業団「令和元年度版 本日の私学財政（大学・短期大学編）」抜粋） 
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ア）-2　貸借対照表の経年比較

 資産の部 （単位：千円）

科目名

 固定資産 32,007,388 31,921,556 31,282,203 33,059,893 31,527,958

 　有形固定資産 17,680,332 17,369,393 16,779,059 16,494,395 17,104,328

 　　土地 4,974,689 4,605,439 4,605,439 4,909,295 5,177,109

 　　建物 10,555,048 11,064,843 10,582,720 10,032,566 9,699,566

 　　構築物 526,384 531,588 480,410 427,702 402,539

 　　教育研究用機器備品 590,917 531,670 531,559 527,234 556,881

 　　管理用機器備品 32,640 29,248 25,063 38,505 40,315

 　　図書 504,624 515,023 522,078 527,228 528,259

 　　車両 38,506 29,402 31,788 31,862 37,924

 　　建設仮勘定 457,519 62,177 0 0 661,732

 　特定資産 5,021,040 5,485,090 5,837,820 6,209,810 6,496,456

 　　退職給与引当特定資産 406,030 494,080 479,810 468,800 490,446

 　　減価償却引当特定資産 4,615,010 4,991,010 5,358,010 5,741,010 6,006,010

 　その他の固定資産 9,306,016 9,067,073 8,665,324 10,355,687 7,927,173

 　　ソフトウェア 19,834 16,351 17,752 11,952 83,120

 　　有価証券 9,245,309 8,642,508 8,239,035 9,934,630 7,428,814

 　　収益事業元入金 0 366,332 366,332 366,332 372,617

 流動資産 4,781,320 5,190,639 6,231,267 4,908,088 7,403,895

 　　現金預金 3,201,175 3,061,760 4,214,936 2,999,830 6,902,189

 　　有価証券 1,000,000 1,500,000 1,500,000 1,500,000 3,572

 資産の部合計 36,788,708 37,112,196 37,513,471 37,967,981 38,931,853

 負債の部

科目名

 固定負債 643,591 647,412 589,693 495,552 487,059

 　　長期借入金 232,610 163,960 95,310 26,660 0

 　　退職給与引当金 403,979 479,548 493,244 468,872 487,059

 流動負債 2,403,277 2,463,043 2,578,436 2,702,082 2,996,234

 　　短期借入金 68,650 68,650 68,650 68,650 26,660

 　　短期未払金 437,439 412,374 336,742 323,001 606,640

 　　前受金 1,176,328 1,235,272 1,411,564 1,438,018 1,435,171

 負債の部合計 3,046,868 3,110,455 3,168,130 3,197,635 3,483,293

 純資産の部

科目名

 基本金 34,860,487 34,550,148 34,765,017 35,239,247 36,132,986

 繰越収支差額 △1,118,647 △548,408 △419,676 △468,901 △684,426

 純資産の部合計 33,741,839 34,001,740 34,345,341 34,770,346 35,448,559

 負債及び純資産の部合計 36,788,708 37,112,196 37,513,471 37,967,981 38,931,853

※各科目の千円未満の端数は切り捨ててあります。

令和元年度

令和元年度

令和元年度

平成２８年度

平成２８年度

平成２８年度

平成２９年度

平成２９年度

平成２９年度

平成３０年度

平成３０年度

平成３０年度

平成２７年度

平成２７年度

平成２７年度
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　　イ）　財務比率の経年比較

比　　　率 算　式 評価
平成

２７年度
平成

２８年度
平成

２９年度
平成

３０年度
令和
元年度

全国平均
(平成30年度)

固定資産
総資産

有形固定資産
総資産

特定資産
総資産

流動資産
総資産

固定負債
総負債＋純資産

流動負債
総負債＋純資産

運用資産－総負債
総資産

運用資産－外部負債
経常支出

純資産
総負債＋純資産

繰越収支差額
総負債＋純資産

固定資産
純資産

固定資産
純資産＋固定負債

流動資産
流動負債

総負債
総資産

総負債
純資産

現金預金
前受金

退職給与引当特定資産

退職給与引当金

基本金
基本金要組入額

減価償却累計額(図書を除く）
減価償却資産取得価額(図書を除く）

運用資産
要積立額

（注１）△：高い方がよい　▼：低い方がよい　～：どちらともいえない

（注２）運用資産＝現預金＋特定資産＋有価証券、

　　　　外部負債＝長期借入金＋学校債＋長期未払金＋支払手形＋短期借入金＋1年以内償還予定学校債＋短期未払金

　　　　要積立額＝減価償却累計額＋退職給与引当金＋第２号基本金＋第３号基本金

（注３）全国平均は、医歯系法人を除く数値を採用している。

86.8 ％ 

有形固定資産構成比率 ▼ 46.8 ％ 59.9 ％ 

固定資産構成比率 ▼ 86.0 ％ 87.0 ％ 

48.1 ％ 

87.1 ％ 

43.4 ％ 

83.4 ％ 

44.7 ％ 

81.0 ％ 

43.9 ％ 

22.2 ％ 

流動資産構成比率 △ 14.0 ％ 13.2 ％ 

特定資産構成比率 △ 14.8 ％ 13.6 ％ 

13.0 ％ 

16.4 ％ 

12.9 ％ 

15.6 ％ 

16.6 ％ 

16.7 ％ 

19.0 ％ 

6.8 ％ 

流動負債構成比率 ▼ 6.6 ％ 5.4 ％ 

固定負債構成比率 ▼ 1.7 ％ 1.7 ％ 

6.5 ％ 

1.3 ％ 

7.1 ％ 

1.6 ％ 

6.9 ％ 

1.3 ％ 

7.7 ％ 

25.7 ％ 

運用資産余裕比率 △ 2.5 年 1.9 年 

内部留保資産比率 △ 42.0 ％ 41.9 ％ 

2.5 年 

46.0 ％ 

2.8 年 

44.3 ％ 

2.7 年 

44.6 ％ 

2.6 年 

87.8 ％ 

繰越収支差額構成比率 △ △1.5 ％ △14.3 ％ 

純資産構成比率 △ 91.6 ％ 91.7 ％ 

△3.0 ％ 

91.6 ％ 

△1.2 ％ 

91.6 ％ 

△1.1 ％ 

91.1 ％ 

△1.8 ％ 

98.8 ％ 

固定長期適合率 ▼ 92.1 ％ 91.7 ％ 

固定比率 ▼ 93.9 ％ 94.9 ％ 

93.1 ％ 

95.1 ％ 

93.7 ％ 

91.1 ％ 

89.5 ％ 

88.9 ％ 

87.7 ％ 

246.6 ％ 

総負債比率 ▼ 8.4 ％ 12.2 ％ 

流動比率 △ 210.7 ％ 199.0 ％ 

8.3 ％ 

181.6 ％ 

8.4 ％ 

241.7 ％ 

8.4 ％ 

247.1 ％ 

8.9 ％ 

13.9 ％ 

前受金保有率 △ 247.9 ％ 348.7 ％ 

負債比率 ▼ 9.1 ％ 9.0 ％ 

272.1 ％ 

9.2 ％ 

208.6 ％ 

9.2 ％ 

298.6 ％ 

9.8 ％ 

480.9 ％ 

71.2 ％ 

基本金比率 △ 99.7 ％ 97.3 ％ 

退職給与引当特定資産保有率 △ 103.0 ％ 100.5 ％ 

99.7 ％ 

100.0 ％ 

99.9 ％ 

97.3 ％ 

99.9 ％ 

100.7 ％ 

101.3 ％ 

51.5 ％ 

積立率 △ 108.5 ％ 79.3 ％ 

減価償却比率 ～ 57.9 ％ 58.8 ％ 

107.5 ％ 

62.3 ％ 

110.2 ％ 

60.0 ％ 

109.9 ％ 

63.4 ％ 

108.5 ％ 
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②資金収支計算書関係 

   ア）-1 資金収支計算書の状況   

資金収支計算書は、学校法人の当該会計年度の諸活動に対応するすべての収入および支出の

内容と、支払資金の収入および支出の顛末を明確に示す会計資料です。前年度繰越支払資金と

翌年度繰越支払資金を比較することにより、当該会計年度に諸活動を行った結果、現預金がど

れだけ増減したか分かる計算書類となっております。 

 

【収入の部】 

   収入の部では、最終予算（以下「予算」と言います）を 7,700 万円下回った 165 億 5,500 万

円となりました。 

     前年度繰越支払資金を除いた収入合計では、135 億 5,500 万円となりました。対前年度比（前

年度繰越支払資金を除く）の収入合計では、32 億 3,600 万円の増加となりました。 

      収入の部の主なる科目について、以下に解説いたします。 

ⅰ）学生生徒等納付金収入 

予算を 90 万円下回り、対前年度比は 2 億 9,000 万円増加の 60 億 6,900 万円となりまし

た。部門別内訳は静岡理工科大学が 34.3％の 20 億 8,500 万円、中学・高校部門が 21.4％

の 12 億 9,600 万円、専門学校部門が 44.3％の 26 億 8,900 万円となります。 

なお学生数は法人全体の入学者数で前年度より 49 人増加の 2,728 人（5/1 時点）となり

ました。また法人全体の在籍者数は前年度より 252 人増加の 7,307 人（5/1 時点）となり

ました。在籍者数は高校部門で前年度より減少しましたが、大学部門、専門学校部門の学

生生徒数の増加により、学生生徒等納付金を増加させました。 

ⅱ）手数料収入 

予算を 1,800 万円上回り、対前年度比は 1,100 万円増加の 1 億 900 万円となりました。 

ⅲ）寄付金収入 

予算を 300 万円上回り、対前年度比は 300 万円減少の 8,600 万円となりました。 

ⅳ）補助金収入 

予算を 3,900 万円上回り、対前年度比は 5,800 万円増加の 12 億 7,400 万円となりまし

た。対前年度比では、大学の経常費補助金が6,300万円増加していますが、中高部門で1,300

万円減少しています。 

     ⅴ）資産売却収入 

        予算とほぼ同額となり、対前年度比は 45 億円増加の 48 億円となりました。対前年度比

増加の主な要因は、有価証券の売却収入によるものです。 

ⅵ）付随事業・収益事業収入 

予算を 400 万円下回り、対前年度比は 500 万円減少の 1 億 8,500 万円となりました。対

前年度比では、大学の受託研究に係る収入が 300 万円の減少、また、収益事業からの繰入

額が 200 万円減少しています。 

ⅶ）受取利息・配当金収入 

予算を 900 万円上回った 2 億 3,900 万円となり、対前年度比では 1 億 5,900 万円の増加

となりました。対前年度比増加の主な要因は、金銭信託の売却による利益確定をしたもの

です。 
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ⅷ）雑収入 

予算を 2,900 万円上回り、対前年度比 5,600 万円増加の 3 億 3,800 万円となりました。

対前年度比増加の主な要因は、退職金社団（財団）交付金収入の増加によるものです。 

     ⅸ）前受金収入 

        予算を 500 万円上回り、対前年度比では 300 万円の減少となりました。 

     ⅹ）その他の収入 

   予算を 7,400 万円上回り、対前年度比では 17 億円の減少となりました。対前年度比減

少の主な要因は、減価償却引当特定資産取崩収入が 15 億円減少したものです。 

      ）資金収入調整勘定 

   予算を 2 億 5,100 万円下回り（マイナス調整額の増加）、対前年度比では 1 億 1,100 万

円減少（マイナス調整額の増加）となりました。対前年度比減少（マイナス調整額の増加）

の主な要因は、退職金社団交付金収入の未収入金など期末未収入金の減少（マイナス調整

額の増加）によるものです。 

 

【支出の部】 

   支出の部では、予算を 7,700 万円下回った 165 億 5,500 万円となっています。 

翌年度繰越支払資金を除く支出合計では、予算を 14 億 6,600 万円下回った 96 億 5,300 万円と

なりました。対前年度比（翌年度繰越支払資金を除く）支出合計では、18 億 8,100 万円減少し

ています。支出の部の主なる科目について、以下に解説いたします。 

ⅰ）人件費支出 

（資金収支計算書では、事業活動収支計算書の同科目より退職給与引当金繰入額が除かれて

います。） 

予算を 2,100 万円下回り、対前年度比は 1 億 3,900 万円増加の 42 億 9,400 万円となり

ました。内訳は教員人件費が 30 億 8,000 万円、職員人件費が 9 億 3,300 万円、退職金が 2

億 4,700 万円等です。 

対前年度比増加の主な要因は、教員人件費が 8,600 万円、職員人件費が 5,400 万円増加

したことによるものです。 

ⅱ）教育研究経費支出 

（資金収支計算書では、事業活動収支計算書の同科目より減価償却額が除かれています。） 

予算を 1 億 9,300 万円下回り、16 億 2,500 万円となりました。大学での研究関連の予算

の繰り越しや、各校での修繕費、旅費交通費、委託費などで予算を下回り予算を残すこと

となりました。 

対前年度比では 1 億 3,700 万円増加となりました。旅費交通費、印刷製本費等で前年度

比減少しましたが、修繕費等で増加したため、教育研究経費全体で増加となりました。 

ⅲ）管理経費支出 

（資金収支計算書では、事業活動収支計算書の同科目より減価償却額が除かれています。） 

予算を 1 億 900 万円下回り、8 億 300 万円となりました。対前年度比では 800 万円の増

加となりました。対前年度比増加の主な要因は、委託費、広報費等の費用の増加です。 
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ⅳ）借入金等利息支払支出 

予算と同額、対前年度比 100 万円の減少となりました。返済進行による借入残高の減少

により支払利息も減少しています。 

ⅴ）借入金等利息支払支出 

予算と同額の 6,800 万円となっています。令和 2 年度中には、借入金はすべて返済とな

り無借金経営となります。 

ⅵ）施設関係支出 

    予算を 400 万円下回り、対前年度比では 8 億 7,200 万円の増加となりました。対前年度

比増加の主な要因は、浜松日本語学院の新校舎建築費用等による建設仮勘定支出が増加し

たものです。 

ⅶ）設備関係支出 

    予算を 4,200 万円下回り、対前年度比では 8,500 万円の増加となりました。対前年度比

増加の主な要因は、基幹システムのバージョンアップ等によりソフトウェア支出が増加し

ています。 

ⅷ）資産運用支出 

予算を 7 億円下回り、対前年度比では 28 億 1,400 万円の減少となりました。対前年度

比減少の主な要因は、長期有価証券購入支出で、前年度比 26 億 9,800 万円下回ったもの

です。 

ⅸ）その他の支出 

予算を 3,700 万円上回り、対前年度比では 1,400 万円の減少となりました。対前年度比

減少の主な要因は、前期末未払金支出の減少や預り金支出で減少しています。 

ⅹ）資金支出調整勘定 

   予算を 3 億 9,900 万円下回り（マイナス調整額の増加）、対前年度比では 2 億 9,500 万

円減少（マイナス調整額の増加）となりました。対前年度比減少（マイナス調整額の増加）

の主な要因は、期末未払金の減少（マイナス調整額の増加）によるものです。 

 

【翌年度繰越支払資金】 

   収入の部合計から、支出合計を差し引きした翌年度繰越支払資金は、69 億 200 万円となり

ました。前年度繰越支払資金から、39 億 200 万円の現預金の増加となりました。 
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　　ア）-2　資金収支計算書の経年比較

　
（単位：千円）

大科目名 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

＜収入の部＞

 学生生徒納付金収入 5,088,632 5,179,560 5,336,350 5,779,407 6,069,926 

 手数料収入 83,260 85,429 90,372 98,057 109,941 

 寄付金収入 98,518 78,092 87,891 90,103 86,311 

 補助金収入 1,283,132 1,294,088 1,272,886 1,215,591 1,274,328 

 資産売却収入 2,122,857 2,321,732 3,929,579 300,000 4,802,119 

 付随事業・収益事業収入 240,961 244,018 211,530 190,417 185,238 

 受取利息・配当金収入 227,943 141,309 198,304 80,003 239,311 

 雑収入 363,590 386,154 362,703 282,093 338,309 

 借入金等収入 0 0 0 0 0 

 前受金収入 1,176,328 1,235,272 1,411,564 1,438,018 1,435,171 

 その他の収入 3,664,137 836,457 889,770 2,423,829 704,263 

 資金収入調整勘定 △1,445,391 △1,535,664 △1,535,497 △1,578,365 △1,689,455 

合　　　計 12,903,971 10,266,452 12,255,456 10,319,155 13,555,467 

 前年度繰越支払資金 3,318,793 3,201,175 3,061,760 4,214,936 2,999,830 

収入の部合計 16,222,764 13,467,628 15,317,217 14,534,091 16,555,297 

＜支出の部＞

 人件費支出 4,081,758 4,106,388 4,111,502 4,154,703 4,294,096 

 教育研究経費支出 1,471,611 1,484,460 1,455,770 1,487,884 1,625,728 

 管理経費支出 756,603 776,046 732,022 794,935 803,631 

 借入金等利息支出 6,480 5,164 3,849 2,533 1,217 

 借入金等返済支出 68,650 68,650 68,650 68,650 68,650 

 施設関係支出 2,341,193 956,224 106,050 401,431 1,274,348 

 設備関係支出 255,250 144,549 201,572 202,292 287,688 

 資産運用支出 3,833,360 2,576,461 4,096,605 4,148,056 1,333,232 

 その他の支出 643,608 713,729 672,232 601,048 587,127 

 [予備費] 0 0 0 0 0 

 資金支出調整勘定 △436,928 △425,807 △345,973 △327,274 △622,613 

合　　　計 13,021,588 10,405,867 11,102,281 11,534,261 9,653,107 

 翌年度繰越支払資金 3,201,175 3,061,760 4,214,936 2,999,830 6,902,189 

支出の部合計 16,222,764 13,467,628 15,317,217 14,534,091 16,555,297 

※各科目の千円未満の端数は切り捨ててあります。

※学内取引収支は除いています。
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イ）-1 活動区分資金収支計算書の状況 

活動区分資金収支計算書は、資金収支計算書の収支内訳を「教育活動」「施設設備等活動」「そ

の他の活動」の３つの活動区分に分類し、資金の流れが示されます。ここでは各活動区分の資金

の流れ（実績額）について解説いたします。 

 

【教育活動による資金収支】 

  教育活動による資金収支では、本業におけるキャッシュベースでの資金の流れが示されます。

学納生徒等納付金収入などの収入が、人件費支出、教育研究費支出、管理経費支出を上回り 12

億 7,200 万円の資金増となりました。 

【施設設備等活動による資金収支】 

  施設設備等活動による資金収支では、施設設備の取得に係る資金の流れが示されます。令和元

年度は、浜松日本語学院の新校舎建築費用などの施設関係支出や教育研究機器備品購入支出など

の設備関係支出が、施設設備寄付金収入や施設設備補助金収入を上回り、15 億円の資金減となり

ました。 

【その他の活動による資金収支】 

  その他の活動による資金収支では、資金の運用状況や借入金の状況、預り金の受払などの経過

的な活動に関する収支状況が示されます。令和元年度では、有価証券の償還や売却による収入が、

購入支出を上回ったことにより、42 億円の資金増となりました。 

【翌年度繰越支払資金】 

  以上の結果、翌年度繰越支払資金は、69 億 200 万円となりました。前年度繰越支払資金が 29

億 9,900 万円でしたので、39 億 200 万円の現預金の増加となりました。 
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平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

 教育活動資金収入計 7,086,601 7,236,253 7,324,073 7,623,826 8,023,950

 教育活動資金支出計 6,309,973 6,366,894 6,299,294 6,435,403 6,723,456

776,627 869,359 1,024,778 1,188,423 1,300,493

△53,736 61,676 195,763 147,382 △27,667

722,891 931,035 1,220,542 1,335,806 1,272,826

 施設整備等活動資金収入計 3,024,222 341,931 29,665 1,523,186 34,690

 施設整備等活動資金支出計 2,917,444 1,476,773 2,674,623 986,724 1,827,037

106,778 △1,134,842 △2,644,958 536,461 △1,792,346

54,669 △50,974 △23,713 △13,640 228,863

161,448 △1,185,816 △2,668,671 522,820 △1,563,483

884,339 △254,781 △1,448,128 1,858,627 △290,656

 その他の活動資金収入計 2,860,794 2,653,698 4,666,305 1,012,265 5,584,309

 その他の活動資金支出計 3,868,352 2,538,570 2,056,570 4,086,671 1,390,954

-1,007,558 115,127 2,609,734 -3,074,406 4,193,355

5,600 239 -8,430 672 -338

△1,001,957 115,366 2,601,304 △3,073,733 4,193,016

△117,617 △139,415 1,153,175 △1,215,105 3,902,359

3,318,793 3,201,175 3,061,760 4,214,936 2,999,830

3,201,175 3,061,760 4,214,936 2,999,830 6,902,189

ウ）　財務比率の経年比較

イ）-2　活動区分資金収支計算書の経年比較

(単位：千円）
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 　その他の活動資金収支差額

 　教育活動資金収支差額

その他の活動による資金収支
収

入

 　　　　支払資金の増減額（小計＋その他の活動資金収支差額）

 　　　　前年度繰越支払資金

 　　　　翌年度繰越支払資金

 　施設整備等活動資金収支差額

　　　　　小計（教育活動資金収支差額＋施設整備等活動資金収支差額）

そ

の

他

の

活

動

に

よ

る

資

金

収

支

比　　　率 算　式 評価
平成

２７年度
平成

２８年度
平成

２９年度
平成

３０年度
令和

元年度

全国平均
(平成30年

度)

教育活動資金収支差額

教育活動資金収入計

（注１）△：高い方がよい　▼：低い方がよい　～：どちらともいえない
（注２）全国平均は、医歯系法人を除く数値を採用している。

15.9 ％ 14.6 ％ 教育活動資金収支差額比率 △ 10.2 ％ 12.9 ％ 16.7 ％ 17.5 ％ 
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③事業活動収支計算書関係 

ア）-1 事業活動収支計算書の状況 

事業活動収支計算書は、「教育活動収支」「教育活動外収支」と「特別収支」に区分され、資

金収支計算書と重複する科目及び金額があるため、ここでは区分ごとに説明いたします。 

【教育活動収支】 

教育活動収支では、学生生徒等納付金や手数料、寄付金、経常費等補助金、付随事業収入、雑

収入による収入から、人件費、教育研究経費、管理経費の支出が差引され教育活動収支差額が計

算されます。 

ⅰ）事業活動収入の部 

教育活動収入の合計は予算を 8,700 万円上回った 80 億 3,300 万円となりました。手数料、

寄付金、経常費等補助金、雑収入は予算を上回りましたが、学生生徒等納付金、付随事業収

入で予算を下回りました。 

対前年度比では、3 億 9,500 万円の増加となりました。学生生徒等納付金、手数料、経常費等

補助金、雑収入は増加しましたが、寄付金、付随事業収入で減少となりました。 

ⅱ）事業活動支出の部 

教育活動支出の合計は、予算を 3 億 3,000 万円下回った 76 億 5,000 万円となりました。

人件費、教育研究経費、管理経費ともに予算を下回りました。対前年度比では、人件費、教

育研究経費、管理経費ともに増加し、教育活動支出合計で 3 億 2,400 万円の増加となりまし

た。 

ⅲ）教育活動収支差額 

上記の事業活動収入、事業活動支出の結果、教育活動収支差額は予算より 4 億 1,700 万円

の収支好転し、対前年度比では、7,100 万円収支好転のプラス 3 億 8,300 万円となりました。 

【教育活動外収支】 

  教育活動外収支では、受取利息・配当金やその他の教育活動外収入（収益事業収入）による

収入から、借入金等利息などの支出が差引され教育活動外収支差額が計算されます。 

ⅰ）事業活動収入の部 

予算を 900 万円上回った 2 億 4,300 万円となりました。対前年度比では 1 億 5,600 万円の

増加となりました。対前年度比増加の主な要因は受取利息・配当金の増加によるものです。

その他の教育活動外収入（収益事業収入）では、対前年度比 200 万円の減少となっています。 

ⅱ）事業活動支出の部 

予算と同額、対前年度比では 130 万円の減少となりました。対前年度比減少の主な要因は

借入金等利息で 130 万円の減少となりました。その他の教育活動外支出はありません。 

ⅲ） 教育活動外収支差額 

上記の事業活動収入、事業活動支出の結果、教育活動外収支差額は予算より 900 万円収

支が好転し、対前年度比では、1 億 5,700 万円収支好転のプラス 2 億 4,200 万円となりま

した。 

【経常収支差額】 

教育活動及び教育活動外の収支差額を合計した経常収支差額は予算より 4 億 2,700 万円収支

好転し、対前年度比は 2 億 2,800 万円増加の 6 億 2,500 万円となりました。 
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【特別収支】 

  特別収支では、資産売却差額やその他の特別収入（施設設備に関わる寄付金・補助金）によ

る収入から、資産処分差額やその他の特別支出（災害損失・過年度修正額等）の支出が差引さ

れ特別収支差額が計算されます。 

 ⅰ）事業活動収入の部 

予算を 570 万円上った 6,400 万円となりました。対前年度比では 2,800 万円の増額とな

りました。その他の特別収入で、予算を 560 万円上回り、対前年度比では 2,800 万円増加

しています。対前年度比増加の主な要因は、施設設備に関わる寄付金や現物寄付が加して

います。 

ⅱ）事業活動支出の部 

予算を 80 万円上回った 1,100 万円となりました。対前年度比では 400 万円の増額とな

りました。対前年度比増加の内訳は、図書や施設改修に伴う処分などにより資産処分差額

で 600 万円増額した一方、その他の特別支出で過年度修正額が 200 万円減少しています。 

ⅲ）特別収支差額 

上記の事業活動収入、事業活動支出の結果、特別収支差額は予算より 500 万円収支好転

し、対前年度比では 2,400 万円増額の 5,200 万円となりました。 

【基本金組入前当年度収支差額】 

経常収支差額及び特別収支差額を合計した基本金組入前当年度収支差額は予算より 4 億

6,700 万円収支好転した 6 億 7,800 万円となりました。 

事業活動収入に対する事業活動収支差額比率は 8.1％であり、平成 30 年度大学法人の全国平均

値 4.6％を上回る結果となりました。 

【基本金組入額合計】 

本年度の基本金組入額は、第 1 号基本金組入額で、9 億 4,600 万円の組入れとなりました。 

静岡理工科大学・浜松情報専門学校の以外の会計において、資産の取得や前期末未組入額の当

期組入額が、施設設備の除却などの基本金取崩しを上回ったため、結果的に 9 億 4,600 万円の

組入れとなりました。 

【当年度収支差額】 

当年度収支差額は予算より 7 億 4,400 万円好転したマイナス 2 億 6,800 万円となりました。

対前年度比は、2 億 1,100 万円の減少となりました。対前年度比の減少の主な要因は、基本金

組入前当年度収支差額で 2 億 5,300 万円収支が好転しましたが、資産の取得に係る基本金組入

額が 4 億 6,500 万円増加したため当年度収支差額は減少となりました。 

    【基本金取崩額】 

今年度の基本金取崩額は、5,300 万円でした。前年度の取崩額が 750 万円であったため、対

前年度比では、4,500 万円増加となりました。静岡理工科大学・浜松情報専門学校の会計にお

いて、基本金の組入額が取崩額を下回ったため取崩額として 5,300 万円が計上されました。 

【翌年度収支差額】 

以上により、予算より 7 億 9,700 万円収支が好転し、対前年度比では 2 億 1,500 万円減少し

たマイナス 6 億 8,400 万円となりました。 
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ア）-2　事業活動収支計算書の経年比較

（単位：千円）

科　　　目

学生生徒等納付金 5,088,632 5,179,560 5,336,350 5,779,407 6,069,926

手数料 83,260 85,429 90,372 98,057 109,941

寄付金 95,830 77,442 83,372 97,265 82,547

経常費等補助金 1,253,697 1,274,287 1,257,521 1,199,185 1,252,967

付随事業収入 240,961 238,708 203,534 182,259 179,713

雑収入 327,860 386,154 362,703 281,593 338,309

教育活動収入計 7,090,243 7,241,583 7,333,853 7,637,768 8,033,406

科　　　目

人件費 4,123,777 4,181,956 4,125,198 4,130,330 4,312,284

　　（退職金） 260,480 282,276 251,589 180,780 230,180

　　（退職給与引当金繰入額） 57,505 85,281 57,925 41,034 35,438

教育研究経費 2,269,959 2,342,088 2,346,303 2,365,598 2,495,469

　　（減価償却額） 794,705 852,298 881,156 863,771 860,285

管理経費 828,495 812,597 766,706 829,479 842,277

　　（減価償却額） 71,892 36,551 34,279 36,663 38,645

徴収不能額等 0 0 0 0 0

教育活動支出計 7,222,232 7,336,642 7,238,207 7,325,408 7,650,031

△131,988 △95,059 95,646 312,360 383,374

科　　　目

受取利息・配当金 225,617 167,216 195,396 79,342 237,981

その他の教育活動外収入 0 5,309 7,996 8,158 5,525

教育活動外収入計 225,617 172,526 203,392 87,501 243,506

科　　　目

借入金等利息 6,480 5,164 3,849 2,533 1,217

その他の教育活動外支出 0 0 0 0 0

教育活動外支出計 6,480 5,164 3,849 2,533 1,217

219,136 167,361 199,543 84,967 242,289

87,147 72,302 295,190 397,327 625,664

科　　　目

資産売却差額 130 158,323 0 0 109

その他の特別収入 81,041 42,806 51,571 35,497 64,300

特別収入計 81,171 201,130 51,571 35,497 64,410

科　　　目

資産処分差額 527 13,531 3,160 5,700 11,860

その他の特別支出 35,730 0 0 2,120 0

特別支出計 36,257 13,531 3,160 7,820 11,860

44,913 187,598 48,410 27,676 52,549

　〔予備費〕 0 0 0 0 0

基本金組入前当年度収支差額 132,061 259,900 343,600 425,004 678,213

基本金組入額合計 △2,439,299 △759,936 △214,869 △481,735 △946,851

当年度収支差額 △2,307,237 △500,035 128,731 △56,730 △268,637

前年度繰越収支差額 1,188,590 △1,118,647 △548,408 △419,676 △468,901

基本金取崩額 0 1,070,274 0 7,506 53,112

翌年度繰越収支差額 △1,118,647 △548,408 △419,676 △468,901 △684,426

（参考）　

事業活動収入計 7,397,032 7,615,240 7,588,817 7,760,766 8,341,323

事業活動支出計 7,264,970 7,355,339 7,245,217 7,335,762 7,663,109

※各科目の千円未満の端数は切り捨ててあります。

※学内取引収支は除いています。
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イ）　財務比率の経年比較

比　　　率 算　式 評価
平成

２７年度
平成

２８年度
平成

２９年度
平成

３０年度
令和
元年度

全国平均
(平成30年度)

人 件 費
経常収入

　　人 件 費　　
学生生徒等納付金

教育研究経費
経常収入

管理経費
経常収入

借入金等利息
経常収入

基本金組入前当年度収支差額

事業活動収入

事業活動支出
事業活動収入－基本金組入額

学生生徒等納付金
経常収入

寄 付 金
事業活動収入

教育活動収支の寄付金
経常収入

補 助 金
事業活動収入

経常費等補助金
経常収入

基本金組入額
事業活動収入

減価償却額
経常支出

経常収支差額
経常収入

教育活動収支差額
教育活動収入計

（注１）△：高い方がよい　▼：低い方がよい　～：どちらともいえない

（注２）全国平均は、医歯系法人を除く数値を採用している。

人件費依存率 ▼ 81.0 ％ 70.9 ％ 

52.1 ％ 

71.0 ％ 

31.0 ％ 33.4 ％ 

管理経費比率 ▼

54.7 ％ 

77.3 ％ 

56.4 ％ 

80.7 ％ 

53.5 ％ 

71.5 ％ 

人件費比率 ▼ 56.4 ％ 53.0 ％ 

事業活動収支差額比率 △ 1.8 ％ 4.6 ％ 

31.6 ％ 

11.0 ％ 

30.6 ％ 

10.7 ％ 

30.1 ％ 

10.2 ％ 11.3 ％ 8.8 ％ 

教育研究経費比率 △ 31.1 ％ 

10.2 ％ 

0.0 ％ 

8.1 ％ 

146.5 ％ 107.0 ％ 

学生生徒等納付金比率 ～

0.1 ％ 

4.5 ％ 

0.1 ％ 

3.4 ％ 

0.0 ％ 

5.5 ％ 

借入金等利息比率 ▼ 0.1 ％ 0.2 ％ 

経常寄付金比率 △ 1.3 ％ 1.4 ％ 

107.3 ％ 

69.9 ％ 

100.8 ％ 

74.8 ％ 

103.6 ％ 

73.3 ％ 69.6 ％ 74.8 ％ 

基本金組入後収支比率 ▼ 98.3 ％ 

70.8 ％ 

1.5 ％ 

1.0 ％ 

17.3 ％ 12.6 ％ 

経常補助金比率 △

1.6 ％ 

1.1 ％ 

1.3 ％ 

1.0 ％ 

1.5 ％ 

1.3 ％ 

寄付金比率 △ 1.5 ％ 2.1 ％ 

減価償却額比率 ～ 12.0 ％ 11.8 ％ 

17.0 ％ 

17.2 ％ 

15.7 ％ 

15.5 ％ 

15.3 ％ 

15.1 ％ 17.1 ％ 12.2 ％ 

補助金比率 △ 16.8 ％ 

16.7 ％ 

11.4 ％ 

11.7 ％ 

1.2 ％ 4.5 ％ 

教育活動収支差額比率 △

2.8 ％ 

12.6 ％ 

10.0 ％ 

12.1 ％ 

6.2 ％ 

12.3 ％ 

基本金組入率 △ 33.0 ％ 10.8 ％ 

1.0 ％ 

△1.3 ％ 

5.1 ％ 

4.1 ％ 

7.6 ％ 

4.8 ％ △1.9 ％ 3.0 ％ 

経常収支差額比率 △ 3.9 ％ 

1.3 ％ 
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（２）その他
　①　有価証券の状況

（単位：千円）

　②　借入金の状況 （単位：千円）

　③　学校債の状況

なし

　④　寄付金の状況 （単位：千円）

　⑤　補助金の状況 （単位：千円）

専門学校

合計

一般寄付金 0

特別寄付金 14,000 鈴与教育研究活動支援金他

現物寄付 0

一般寄付金 0

特別寄付金 31,675 奨学寄付金

現物寄付 25,441 科研費購入分

特別寄付金 40,136 保護者の会、星光会

現物寄付 9,519 保護者の会、星光会

合計 26,660

部門 種類 金額

一般寄付金 500

摘要

教育事業支援金

学校法人

大学

中学・高校

校地（土地･建物担保）日本私立学校振興・共済事業団 26,660 令和 2年 9月15日2.10%

借入先 借入残高 返済期限利率

計 9,632,386

担保等

時価のない有価証券 3 13,000 － 有価証券

投資信託 3 3,572 3,568 有価証券 外貨建MMF

貸付信託 － － － －

摘要

有価証券

区分 数量 帳簿価額 時価 表示科目

債券
18 2,200,000 2,221,481 減価償却特定資産

72 7,399,302 7,614,523

株式 1 16,512 18,730 有価証券

一般寄付金 500

特別寄付金 85,811

部門 種類 金額 摘要

現物寄付 39,175

現物寄付 4,212 卒業生からの寄付

一般寄付金 0

特別寄付金 0

4,759

148

大学

経常費 272,117

施設設備費 研究設備整備補助（ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾏｲｸﾛｽｺｰﾌﾟ）

その他 結核健康診断補助

中学・高校

経常費 830,195

施設設備費 10,127 星陵特別棟外壁塗装工事

その他 78,210 高校授業料減免補助金他

専門学校

運営費 70,916

施設設備費 6,475 産業ＣＧ実習室他

その他 1,380

合計

経常費 1,173,228

施設設備費 21,361

その他 79,739
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⑥収益事業の状況 

     本法人は、私立学校法に基づき収益事業を行っています。当該収益事業は、学校法人会計から

区分し、一般に公正妥当と認められる企業会計の原則により経理処理することとされています。

本法人では、平成 28 年度から以下の収益事業の対象事業を行っています。 

 

   【事業概要】 

    業種  ：不動産賃貸業 

    事業内容：沼津情報・ビジネス専門学校の隣地を、駐車場経営会社へ貸出し、同社が有料駐車場

を経営し、本法人は土地の賃料収入として受け入れています。 

     

   【損益計算書の概要】 

     営業収益は、土地賃借料収入 1,231 万円を計上いたしました。営業費用は、人件費、公租公課

等で 618 万円を計上しています。営業収益から営業費用を差し引いた営業利益は、612 万円とな

り、経常利益は、営業利益と同額の 612 万円となりました。営業利益のうち 552 万円を学校法人

会計へ繰り入れたため、税引前当期純利益は 60 万円となり、法人税等の支払額が 67 万円となり

ましたので、当期純損失で△7 万円、前期繰越損益を差し引きした繰越利益剰余金は、30 万円と

なりました。 

【貸借対照表の概要】 

資産の部では、固定資産で学校法人会計から元入として繰り入れた土地 3 億 6,600 万円と令和

元年度に駐車場周囲に設置している老朽化したブロック塀を撤去し新たに設置したフェンスに

より構築物で 653 万円、流動資産で現預金 204 万円を計上しています。負債の部では、流動負債

で未払金、前受金（令和元年 4 月分賃料）で 198 万円となりました。純資産の部は、元入金の 3

億 7,200 万円と繰越利益剰余金 30 万円となっています。 
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　ア）-1 貸借対照表の経年比較

 資産の部 （単位：千円）
科目名

部門名
 流動資産 1,381 2,511 1,760 2,047
 　　現金預金 1,381 2,511 1,760 2,047
 固定資産 366,332 366,332 367,132 372,863
 　有形固定資産 366,332 366,332 367,132 372,863
 　　土地 366,332 366,332 366,332 366,332
 　　構築物 0 0 800 6,531

 資産の部合計 367,713 368,843 368,893 374,910

 負債の部
科目名

部門名
 流動負債 1,418 2,060 2,185 1,988
 　　未払金 107 749 874 672
 　　前受金 1,311 1,311 1,311 1,316

 負債の部合計 1,418 2,060 2,185 1,988

 純資産の部
科目名

部門名
元入金 366,332 366,332 366,332 372,617
利益余剰金 △37 450 376 304
 　　その他利益余剰金 △37 450 376 304
 　　繰越利益余剰金 △37 450 376 304

 純資産の部合計 366,295 366,782 366,708 372,921

 負債及び純資産の部合計 367,713 368,843 368,893 374,910

　ア）-2 損益計算書の経年比較

令和元年度

令和元年度

令和元年度

平成２８年度

平成２８年度

平成２８年度

平成２９年度

平成２９年度

平成２９年度

平成３０年度

平成３０年度

平成３０年度

（単位：千 円）

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

Ⅰ　営業損益

（１）営業収益 賃貸料収入 12,311 12,311 12,311 12,313

（２）営業費用 6,931 3,077 3,352 6,188

5,379 9,233 8,958 6,125

5,379 9,233 8,958 6,125

5,379 9,233 8,958 6,125

5,309 7,996 8,158 5,525

70 1,237 800 600

107 749 874 672

37 487 △74 △72

0 △37 450 376

0 450 376 304

税引前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

当期純損失

前期繰越損益

繰越利益剰余金

科　　目

営業利益

経常利益

学校会計繰入前利益

学校会計繰入金支出
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⑦関連当事者との取引の状況

　　　ア）関連当事者

役員の
兼任等

事業上
の関係

役員及びそ
の近親者が
議決権の過
半数を所有
している会
社

株式会社ベ
ルキャリ
エール
（注１）

静岡市
　清水区

20,000

労働者
派遣事
業・有料
職業紹
介事業・
ｱｳﾄｿｰｼ
ﾝｸﾞ事業
他

派遣職員等
の委託契約

派遣職員等の
委託契約
（注２）

18,851 未払金 1,249

役員及びそ
の近親者が
議決権の過
半数を所有
している会
社

鈴与興産株
式会社
（注１）

静岡市
　清水区

300,000

保険そ
の他の
金融商
品の販
売

兼任
1名

施設・設備、
賠償責任・損
害および傷
害等の保険
契約

施設・設備、賠
償責任・損害
および傷害等
の保険契約
（注３）

10,762 未払金 36

役員及びそ
の近親者が
議決権の過
半数を所有
している会
社

静岡塩業株
式会社
（注１）

静岡市
　葵区

24,000

塩卸売
業・食品
加工素
材卸売
業・不動
産事業

兼任
2名

本部事務所
および駐車
場の賃貸契
約

本部事務所お
よび駐車場の
賃貸料の支払
（注４）

16,947 未払金 67

役員及びそ
の近親者が
議決権の過
半数を所有
している会
社

鈴与株式会
社
（注１）

静岡市
　清水区

1,000,000

港湾運
送事業・
物件の
賃貸業・
倉庫業・
機密文
書廃棄
他

兼任
1名

施設の賃貸
契約および
書類保管・機
密文書廃棄
の契約

出向者受入人
件費、施設賃
貸料の支払お
よび書類保管
料・機密文書
廃棄料の支払
（注５）

61,015 未払金 2,086

役員及びそ
の近親者が
議決権の過
半数を所有
している会
社

鈴与建設株
式会社
（注１）

静岡市
　清水区

268,860

建築事
業・土木
事業・土
地建物
取引業
他

兼任
1名

校舎の建築
および施設
修繕

校舎建築およ
び施設修繕費
用の支払
（注６）

630,787 未払金 111,859

役員及びそ
の近親者が
議決権の過
半数を所有
している会
社

鈴与商事株
式会社
（注１）

静岡市
　清水区

2,000,000

石油製
品ＬＰＧ
等ｴﾈﾙ
ｷﾞｰ販
売・ﾎﾞﾄﾙ
ｳｫｰﾀｰ
の製造
販売事
業他

兼任
１名

電力および
プロパンガ
ス、ボトル
ウォーターの
供給

電気料金およ
びプロパンガ
ス、ボトル
ウォーター費用
の支払
（注７）

135,351 未払金 12,404

役員及びそ
の近親者が
議決権の過
半数を所有
している会
社

鈴与ホーム
パル株式会
社
（注１）

静岡市葵区 40,000

建物の
増改築、
リフォー
ム事業

施設の修繕
施設修繕費用
の支払
（注８）

11,980 未払金 0

属性
役員、
法人等
の名称

住所
資本金
又は

出資金

事業
内容又
は職業

期末残高

（単位 ：千円）

議決権
の所有
割合

関係内容
取引の
内　容

取引金額 勘定科目
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役員の
兼任等

事業上
の関係

役員及びそ
の近親者が
議決権の過
半数を所有
している会
社

鈴与システ
ムテクノロ
ジー株式会
社
（注１）

静岡市
　清水区

20,000

ｼｽﾃﾑ開
発事業・
ﾊﾟｯｹｰｼﾞ
ｿﾌﾄ開発
販売事
業・運用
ｻｰﾋﾞｽ事
業他

15%
兼任
１名

システム開発
および保守、
コンピュー
ターおよび周
辺機器の販
売

システム開発
および保守費
用、コンピュー
ターおよび周
辺機器購入費
用、出向者受
入人件費の支
払（注９）

88,133 未払金 48,826

役員及びそ
の近親者が
議決権の過
半数を所有
している会
社

静岡ビル
サービス株
式会社
（注１）

静岡市
　清水区

30,000

建築物
等管理
保全事
業・清掃
業・保安
警備事
業他

保守管理・清
掃委託

保守管理料・
清掃料の支払
（注１０）

250,132 未払金 32,315

役員及びそ
の近親者が
議決権の過
半数を所有
している会
社

鈴与セキュ
リティサービ
ス株式会社
（注１）

静岡市
　清水区

20,000

ｵﾌｨｽｾ
ｷｭﾘﾃｨ・
施設警
備・警備
機器販
売事業
他

機械警備保
障

機械警備料の
支払
（注１１）

9,429 未払金 650

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）　当法人の理事及びその近親者が議決権の過半数を保有している。

（注２）　派遣等の職員の採用については、株式会社ベルキャリエール以外からも複数の業者に依頼を行い決定している。

（注３）　保険料については、鈴与興産株式会社を代理店として、複数の保険会社より見積りを入手し、比較検討の上、保険会社を決定している。

（注４）　施設の賃貸は、近隣の賃貸条件を勘案した上で協議し、賃貸契約を締結している。

（注５）　施設の賃貸は、近隣の賃貸条件を勘案した上で協議し、賃貸契約を締結している。

　　　　　書類保管および機密文書廃棄については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定している。

　　　　　出向に関する覚書に基づき、出向者に係る人件費相当額を支払っている。

（注６）　校舎の建築については、指名競争入札により決定している。

　　　　  その他施設修繕については、鈴与建設株式会社以外からも複数の見積りを入手し、見積競争の上、発注先 ・発注金額を決定している。

（注７）　電力およびプロパンガスについては、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定している。

（注８）　その他施設修繕については、鈴与ホームパル株式会社以外からも複数の見積りを入手し、見積競争の上、発注先 ・発注金額を決定している。

（注９）　システムの開発および保守について、鈴与システムテクノロジー株式会社以外からも複数の業者に依頼を行い決定している。

           コンピューターおよび周辺機器の購入については、鈴与システムテクノロジー以外からも複数の見積もりを入手し、見積競争の上、

　　　　  発注先 ・発注金額を決定している。

　　　　　出向に関する覚書に基づき、出向者に係る人件費相当額を支払っている。

（注１０）　保守管理・清掃委託については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定している。

（注１１）　機械警備保障については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定している。

　　　イ）出資会社　　

　　　　　 なし

⑦学校法人間財務取引

　　　　　 なし

（単位 ：千円）

議決権
の所有
割合

属性
役員、
法人等
の名称

住所
資本金
又は

出資金

事業
内容又
は職業

関係内容
取引の
内　容

取引金額 勘定科目 期末残高
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（３）経営状況の分析 

  ア）-1 事業活動収支計算書の分析 

令和元年度の全在籍者数は、学園を挙げて広報戦略の見直し・改善に取り組んで

きたことにより過去最高の数字となった。これに伴い学納金収入も大幅に増加し、

事業活動収入合計（総収入）についても過去最高額の８３億４千万円を計上した。 

本業である「教育活動収支」においては、学納金収入の増加により平成３０年度

対比＋７千１百万円(22.7％増)と大幅に改善した。また「教育活動外収支」では、

金銭信託２５億円を売却し、その売却益１億５千８百万円を計上したため前年比大

幅増収となった。 

      以上の収入増の結果「基本金組入前当年度収支差額（企業会計における当期損益）」

は平成３０年度対比＋２億５千３百万円増加した６億７千８百万円となる。これは、

第３次中期計画３年目である令和元年度の目標額２億２千４百万円を大きく上回り、

４期連続での増益となった。 

 

 

 
 
    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア）-2 収支差額の増減分析(対前年度) 

令和元年度の「基本金組入前当年度収支差額」は、平成３０年度決算額の４億２

千５百万円に対して＋２億５千３百万円増加した６億７千８百万円となった。令和

元年度は、学生数の増加に伴い大幅な収入増となったため、教育の質を確保すべく

人材への投資や過去未実施となっていた大型修繕工事の実施など、より良い教育環

境を整えるべく積極的な投資を行った。 

「学納金収入」は、在籍者数が＋２５２人増加したことにより、前年比大幅増収とな

る。「補助金収入」は、平成３０年度の大学の経常費補助金において情報学部の入

学定員超過によるペナルティ（情報学部補助金額 1/2 カット）がなくなり増収とな

った。「雑収入」は、退職者数が前年比＋８人増加したことにより退職金社団から

の交付金収入が増加し、「受取利息・配当金」は金銭信託２５億円の売却益により

増収となった。 
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「人件費」の増加は、在籍者数の増加に伴う教職員の増員（前年比＋１４名）によ

る専任教職員人件費増や、定年退職者の増加による退職金増が主な要因である。なお、

教職員の増員は学生数増に伴い「教職員 1人当り学生数」を平成３０年度と同人数（１

６人）に保ち、少人数教育による質の高い教育の維持を図るためである。また「教育

研究経費」の増加は、過去未実施であった校舎の外壁塗装や防水工事など大型修繕工

事を実施したことによる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア）-3 部門別の収支状況 

大学部門、専門学校部門では、在籍者数の増加により増収・増益となった。大学部

門は３期連続の増収・増益、専門学校部門は４期連続の増収・増益である。中・高部

門では、静岡北高の在籍者数の減少に伴う「学納金」の減収により、減収・減益となっている

が、静岡北高の令和２年度入学者数は令和元年度対比＋１１３人と大幅回復し、令和

２年度決算予測では増収・増益による黒字化を見込み、中・高部門全体としても黒字

化を見込んでいる。  
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イ）貸借対照表の分析 

令和元年度の「資産総額」は、平成３０年度決算額の３７９億６千７百万円に対し

て＋９億６千３百万円増加した３８９億３千１百万円となり、７期連続の増加。資産

総額に占める「純資産」の割合は９１％あり、健全な財務体質と言える。 

「有形固定資産」は、浜松日本語学院の新校舎移転土地の取得２億６千7百万円など施設設備等

の取得により前年比増加となった。「その他の固定資産」は金銭信託２５億円の売却

により減少した。また「流動資産」は浜松日本語学院の土地取得など多額の資金支出

があったが、金銭信託２５億円の売却元本が現預金へ振り替わるなどしたため、前年

比増加となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ）活動区分資金収支計算書の分析 

令和元年度期末の「現預金残高」は、平成３０年度期末残高２９億９千９百万円か

ら＋３９億円増加した６９億２百万円となる。今後、新型コロナウイルス禍が長期化

した場合でも、不測の出費に十分に耐え得る手元資金を留保している。 
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本法人の会計は、 

学校法人会計は、「学校法人会計基準」 

    収益事業会計は、「一般に公正妥当と認められる企業会計の原則」 

に準拠しております。 

 

【学校法人会計における各計算書の定義】 

 
貸 借 対 照 表：年度末における財政状態を表すもので、学校法人の教育活動を維持・継続するために、 

必要な保有資産の状況を示すための会計資料です。 
 
資金収支計算書：学校法人の当該会計年度の諸活動に対応するすべての収入および支出の内容と、 

支払資金の収入および支出の顛末を明確に示す会計資料です。 
 
活動区分資金収支計算書：資金収支計算書の収支内訳を「教育活動」「施設整備等活動」「その他の活動」の 
        ３つの活動区分に分類し、資金の流れを示す会計資料です。 
 
事業活動収支計算書：学校法人が当該会計年度の事業活動における収入および支出の内容と、収支の均衡状

態を明確にし、永続的な維持・運営をするための会計資料です。 
「事業活動収支」「事業活動外収支」と「特別収支」に区分され、その収支差額の合

計（＝基本金組入前当年度収支差額）から基本金組入額を差し引いたものが「当年度

収支差額」であり、学校会計では収支均衡が求められています。また、繰越収支差額

において学校法人の純資産の増減が計算され、長期の収支バランスを見ることができ

ます。 
 

【各科目の平易な説明】 
 

資金収支計算書の科目 

（収入） 

学生生徒納付金収入：学生生徒からの授業料や入学金など。 

手 数 料 収 入：入学検定料や証明書発行手数料など。 

寄 付 金 収 入：教育研究のための寄付金や用途指定のない寄付金。 

補 助 金 収 入：国や地方公共団体からの補助金。 

資産売却収入：固定資産の売却収入、有価証券の売却収入。  

付随事業・収益事業収入：スクールバス、受託研究などの収入、また、収益事業からの収入。 

受取利息・配当金収入：預金や有価証券等の利息。 

雑 収 入：上記の収入以外の収入。退職者に対する退職金財団からの交付金など。 

借 入 金 収 入：私学振興・共済事業団や銀行からの借入による収入。 

前 受 金 収 入：翌年度に入学する学生生徒に係る学生生徒納付金など。 

その他の収入：前期末未収入金収入、貸付金回収収入、預り金受入れ収入など。 

資金収入調整勘定（△）：当該年度の諸活動に対応する収入のうち、資金の収入が当年度中に行われず、前年度

又は翌年度に行われる収入項目に対応する勘定。期末未収入金（当該年度に計上すべ

き収入で翌年度以降に入金されるもの）、前期末前受金（当該年度に計上すべき収入

で前年度以前に入金されたもの）など。 

前年度繰越支払資金：前年度の支払資金残高。 
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資金収支計算書の科目 

（支出） 

人 件 費 支 出：教職員の人件費や退職金など。 

教育研究経費支出：教育・研究活動に直接要する経費。減価償却額は事業活動支出のみに計上。 

管理経費支出：役員の業務執行、教職員の福利厚生など管理運営の経費 及び学生募集に要する経費。 

借入金利息支出：借入金に対する利息。 

借入金返済支出：借入金の返済。 

施設関係支出：土地、建物などの固定資産への支出。 

設備関係支出：備品、図書、車両などの固定資産への支出。 

資産運用支出：有価証券の購入支出や特定資産への繰入支出など。 

その他の支出：預り金支払支出、前払金支払支出など。 

資金支出調整勘定（△）: 当該年度の諸活動に対応する支出のうち、資金の支出が当年度中に行われず、前年度

又は翌年度に行われる支出項目に対応する勘定。期末未払金、前期末前払金など。 

翌年度繰越支払資金：年度末の支払資金残高。 

 

事業活動収支計算書の科目 

（教育活動収支：収入） 

学生生徒等納付金：学生生徒からの授業料や入学金など。 

手 数 料：入学検定料や証明書発行手数料など。 

寄 付 金：施設設備以外の寄付金や用途指定のない寄付金。 

経常費補助金：国や地方公共団体からの補助金のうち施設設備以外の補助金。 

付随事業収入：スクールバス、受託研究などの収入。 

雑 収 入：上記の収入以外の収入。退職者に対する退職金財団からの交付金など。 

（教育活動収支：支出） 

人 件 費：教職員の人件費や退職金など。 

教育研究経費：教育・研究活動に直接要する経費。減価償却額が含まれる。 

管 理 経 費：役員の業務執行、教職員の福利厚生など管理運営の経費 及び学生募集に要する経費。 

減価償却額が含まれる。 

徴収不能額等：債権（主に貸費奨学金）の回収不能に対する引当金の繰入額など。 

（事業活動外収支：収入） 

受取利息・配当金：預金の利息や有価証券等の運用益。 

その他の教育活動外収入：上記以外の教育活動外収入。収益事業収入。 

（事業活動外収支：支出） 

借入金等利息：借入金に対する利息。 

その他の教育活動外支出：上記以外の教育活動外支出。通常、本学では該当する支出はない。 

（特別収支：収入） 

資産売却差額：固定資産や有価証券を売却した際の対価が、帳簿残高を上回った場合の差額。 

その他の特別収入：施設設備の寄付金や現物寄付、施設設備の補助金など。 

（特別収支：支出） 

資産処分差額：固定資産や有価証券を売却（処分）した際の対価が、帳簿残高を下回った場合の差額。 

その他の特別支出：上記以外の特別支出。災害損失や過年度修正額が挙げられるが、通常は発生しない。 

基本金組入前当年度収支差額：経常収支差額＋特別収支差額で計算される。 

基本金組入額合計（△）：諸活動に必要な資産を継続的に保持するために維持すべき額として組み入れる額。 

当期に取得した固定資産の額など。 
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学校法人会計の特徴と企業会計との相違点

資金収支計算書

※１　期末未払金など当該会計年度に含めない資金
※２　前期末前受金など当該会計年度に含めない資金

活動区分資金収支計算書 キャッシュフロー計算書

Ⅰ 教育活動による資金収支 Ⅰ 営業活動によるキャッシュフロー

Ⅱ 施設整備等活動による資金収支 Ⅱ 投資活動によるキャッシュフロー

Ⅲ その他の活動による資金収支 Ⅲ 財務活動によるキャッシュフロー

Ⅴ 前年度繰越支払資金 Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高

Ⅵ 翌年度繰越支払資金（Ⅳ+Ⅴ） Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高（Ⅳ+Ⅴ）

事業活動収支計算書 損益計算書

貸借対照表 貸借対照表

当年度収支差額

特別支出

基本金組入前当年度収支差額（＝③＋④）

基本金組入額合計

法人税、住民税及び事業税

当期純利益

特別収支差額④

剰余金

一定時点における資産、負債、純資産の内容及び金額を示し、
企業の財政状態を明らかにする計算書。
原則として、流動性配列法となっている。

年度末における資産、負債、基本金、繰越収支差額の内容及
び金額を示し、学校法人の財政状態を明らかにする計算書。
学校法人における固定資産の重要性から、固定性配列法と
なっている。

基本金

繰越収支差額

流動負債

固定負債
固定資産

資本金

流動資産
固定資産

流動資産

固定負債

流動負債

翌年度繰越支払資金

支出調整（※１）

当該会計年度における諸活動に関する全ての事業活動収入及
び事業活動支出の内容及び収支均衡の状態を明らかにする計
算書。
「収支の均衡」とは、自己資金で取得した固定資産の取得額
である基本金組入額分を事業活動収入と事業活動支出の差額
から控除した後の金額が、０である状態をいい、一般的に学
校法人会計では収支が均衡していることが望ましいとされて
いる。

教育活動外収入

特別収入

教育活動収入

教育活動支出

Ⅳ 支払資金の増減額（Ⅰ+Ⅱ+Ⅲ）

資金収支計算書に記載される資金収入および資金支出の決算
額を「教育活動」「施設整備等活動」「その他の活動」の３
つの活動に区分し、どのような活動により資金が流れている
かを表す計算書。

前年度繰越支払資金

収入調整（※２）

教育活動外収支差額②

教育活動収支差額①

経常収支差額③（＝①＋②）

教育活動外支出

学校法人とは、私立学校の設置を目的として、私立学校法の定めるところにより設置された法人のことを指します。
企業が営利を目的とした事業活動を行うのに対し、学校法人は学校運営により教育研究活動を遂行することを目的としています。
学校法人は、学生生徒へ質の高い教育研究活動を提供するため、安定した経営の元、その活動を永続的に継続維持していくことが求められ
ており、その目的の違いから、企業会計とは異なる「学校法人会計基準」に従い会計処理を行います。
学校法人会計基準により作成が義務付けられている「資金収支計算書」「事業活動収支計算書」「貸借対照表」の計算書と企業会計におけ
る計算書には下記のような相違点があります。

当該会計年度における諸活動に関する全ての収入及び支出の
内容を明らかにし、資金（現金及び預金）の収入及び支出の
顛末を表す計算書。

学 校 法 人 会 計 企 業 会 計

資金支出 資金収入

営業外費用

特別利益

特別損失

税引前当期利益

経常利益

当該会計年度における現金及び預金の流入出を示す計算書。
「営業活動」「投資活動」「財務活動」の3区分で表示されて
おり、資金がどのような活動により流動したかを表す。

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額（Ⅰ+Ⅱ+Ⅲ）

当該会計年度における全ての収益と費用とを対比し、経営成績
（収益の状態）を明らかにする計算書。

　　　　　　　売上高

営業外収益

営業利益

　　　　　　　　売上総利益

　　　　　　　　販売管理費

　　　　　　　売上原価
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